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主 文

１ 中央労働基準監督署長が原告らに対して平成１２年３月３１日

付けでした労働者災害補償保険法による遺族補償給付及び葬祭料

を支給しない旨の処分を取り消す。

２ 訴訟費用は被告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求の趣旨

主文と同旨。

第２ 事案の概要

本件は，株式会社リクルート（以下「リクルート」という。）に雇用されて

いたＰ１（以下「亡Ｐ１」という。）が，くも膜下出血を発症して死亡したの

は，業務に起因するものであるとして，亡Ｐ１の父母である原告らが，中央労

働基準監督署長に対し，労働者災害補償保険法（以下「労災保険法」とい

う。）による遺族補償給付及び葬祭料の各支給を請求したところ，平成１２年

３月３１日付けでいずれも支給しない旨の処分を受けたことから，その取消し

を求めた事案である。

１ 前提となる事実

以下の事実は当事者間に争いがないか，本文中に掲記の証拠又は弁論の全趣

旨により，容易に認めることができる。

( ) 当事者等1

原告らの子である亡Ｐ１（昭和▲年▲月▲日生，平成▲年▲月▲日死

亡。）は，平成４年４月１日にリクルートに入社し，就職情報誌事業編集企

画室○○編集課に配属され，約３か月間の研修を経て，求人情報誌「週刊○

○」の編集職として従事し，平成８年４月から商品プロデュース事業部企画

室インターネット企画グループに兼任発令となり，前配属先の「週刊○○」

編集業務の引継後，同年５月以降から死亡するまでの間，インターネット上



- 2 -

の就職情報サイト「デジタル○○」の編集制作職として業務に従事していた。

リクルートは，東京都中央区に本店を置き，就職情報誌の発刊その他各種

情報の提供，企業の人事・組織等に関する各種サービスの提供等を行う株式

会社である。

( ) 亡Ｐ１の死亡2

亡Ｐ１は，平成８年８月２５日（日曜日）午前１０時ころ，自宅でめまい，

吐き気等の症状が現れたため，自ら救急車を要請し，東京都大田区内の医療

法人財団仁医会α１総合病院（以下「α１総合病院」という。）に救急搬送

された。その際，亡Ｐ１には，意識障害が認められたほか，ＣＴスキャンで

くも膜下出血が認められ，脳血管造影が施行される予定であったが，その前

に再度くも膜下出血を起こし，心肺停止となり，▲月▲日午前２時ころ，死

亡した。

亡Ｐ１のくも膜下出血は，脳動脈瘤の破裂によるものであると考えられ

る（以下，亡Ｐ１の前記くも膜下出血を「本件疾病」ともいう。）。

( ) 行政通達による認定基準3

ア 厚生労働省（以下，中央省庁等改革基本法等の実施に伴う厚生労働省設

置法施行以前の労働省を含む。）では，脳血管疾患及び虚血性心疾患等

（以下「脳・心臓疾患」という。）の発症が業務上か否かを判断するため

に，平成１２年１１月から「脳・心臓疾患の認定基準に関する専門検討

会」（以下「専門検討会」という。）を設置して検討し，専門検討会が取

りまとめた「脳・心臓疾患の認定基準に関する専門検討会報告書」（乙

２）を踏まえ，平成１３年１２月１２日付けで「脳血管疾患及び虚血性心

疾患等（負傷に起因するものを除く。）の認定基準について」（基発第１

０６３号。乙１。以下「新認定基準」という。）を策定し，各都道府県労

働局長宛てに発出した。

イ 新認定基準は，脳・心臓疾患の発症が業務上と認定されるための具体的
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条件を定めたものであるところ，その概要は，以下のとおりである。

(ア) 基本的な考え方

ａ 脳・心臓疾患は，その発症の基礎となる血管病変等が長い年月の生

活の営みの中で形成され，それが徐々に進行し，増悪するといった自

然経過をたどり発症する。

ｂ しかしながら，業務による明らかな過重負荷が加わることによって，

血管病変等がその自然経過を超えて著しく増悪し，脳・心臓疾患が発

症する場合があり，そのような経過をたどり発症した脳・心臓疾患は，

その発症に当たって，業務が相対的に有力な原因であると判断し，業

務に起因することの明らかな疾病として取り扱う。

ｃ 脳・心臓疾患の発症に影響を及ぼす業務による明らかな過重負荷と

して，発症に近接した時期における負荷のほか，長期間にわたる疲労

の蓄積も考慮することとした。

ｄ また，業務の過重性の評価に当たっては，労働時間，勤務形態，作

業環境，精神的緊張の状態等を具体的かつ客観的に把握，検討し，総

合的に判断する必要がある。

(イ) 認定要件

次のａ，ｂ又はｃの業務による明らかな過重負荷を受けたことにより

発症した脳・心臓疾患は，労基法施行規則３５条別表第１の２第９号に

該当する疾病として取り扱う。

ａ 異常な出来事

発症直前から前日までの間において，発生状態を時間的及び場所的

に明確にし得る異常な出来事に遭遇したこと

ｂ 短期間の過重業務

発症に近接した時期において，特に過重な業務に就労したこと

ｃ 長期間の過重業務
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発症前の長期間にわたって，著しい疲労の蓄積をもたらす特に過重

な業務に就労したこと

(ウ) 過重負荷の考え方

ａ 異常な出来事について

(ａ) 異常な出来事

異常な出来事とは，具体的には次に掲げる出来事である。

① 極度の緊張，興奮，恐怖，驚がく等の強度の精神的負荷を引き

起こす突発的又は予測困難な異常な事態

② 緊急に強度の身体的負荷を強いられる突発的又は予測困難な

異常な事態

③ 急激で著しい作業環境の変化

(ｂ) 評価期間

発症直前から前日までの間

(ｃ) 過重負荷の有無の判断

遭遇した出来事が前記(ａ)に掲げる異常な出来事に該当するか否

かによって判断する。

ｂ 短期間の過重業務について

(ａ) 特に過重な業務

特に過重な業務とは，日常業務（通常の所定労働時間内の所定業

務内容をいう。）に比較して特に過重な身体的，精神的負荷を生じ

させたと客観的に認められる業務をいう。

(ｂ) 評価期間

発症前おおむね１週間

(ｃ) 過重負荷の有無の判断

特に過重な業務に就労したと認められるか否かについては，

発症直前から前日までの間について，i
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発症直前から前日までの間の業務が特に過重であると認めらii

れない場合には，発症前おおむね１週間以内について，

業務量，業務内容，作業環境等を考慮し，同僚労働者又は同種労働

者（以下「同僚等」という。）にとっても，特に過重な身体的，精

神的負荷と認められるか否かという観点から，客観的かつ総合的に

判断すること。

なお，ここでいう同僚等とは，当該労働者と同程度の年齢，経験

等を有する健康な状態にある者のほか，基礎疾患を有していたとし

ても日常業務を支障なく遂行できる者をいう。

具体的な負荷要因は，次のとおりである。

① 労働時間

② 不規則な勤務

③ 拘束時間の長い勤務

④ 出張の多い業務（出張中の業務内容，出張の頻度，交通手段，

移動時間及び移動時間中の状況，宿泊の有無，宿泊施設の状況，

出張中における睡眠を含む休憩・休息の状況，出張による疲労の

回復状況等の観点から検討し評価することとされている。）

⑤ 交替制勤務・深夜勤務

⑥ 作業環境（温度環境，騒音，時差）

⑦ 精神的緊張を伴う業務

ｃ 長期間の過重業務について

(ａ) 疲労の蓄積の考え方

恒常的な長時間労働等の負荷が長期間にわたって作用した場合に

は，「疲労の蓄積」が生じ，これが血管病変等をその自然経過を超

えて著しく増悪させ，その結果，脳・心臓疾患を発症させることが

ある。
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このことから，発症との関連性において，業務の過重性を評価す

るに当たっては，発症前の一定期間の就労実態等を考慮し，発症時

における疲労の蓄積がどの程度であったかという観点から判断する

こととする。

(ｂ) 評価期間

発症前おおむね６か月間

( ) 過重負荷の有無の判断c

著しい疲労の蓄積をもたらす特に過重な業務に就労したと認めら

れるか否かについては，業務量，業務内容，作業環境等を考慮し，

同僚等にとっても，特に過重な身体的，精神的負荷と認められるか

否かという観点から，客観的かつ総合的に判断する。

業務の過重性の具体的な評価に当たっては，疲労の蓄積の観点か

ら，労働時間のほか上記ｂ(ｃ)②から⑦までに示した負荷要因につ

いて十分検討する。その際，疲労の蓄積をもたらす最も重要な要因

と考えられる労働時間に着目すると，その時間が長いほど，業務の

過重性が増すところであり，具体的には，発症日を起点とした１か

月単位の連続した期間をみて，

① 発症前１か月間ないし６か月間にわたって，１か月当たりおお

むね４５時間を超える時間外労働が認められない場合は，業務と

発症との関連性が弱いが，おおむね４５時間を超えて時間外労働

時間が長くなるほど，業務と発症との関連性が徐々に強まると評

価できること

② 発症前１か月間におおむね１００時間又は発症前２か月間ない

し６か月間にわたって１か月当たりおおむね８０時間を超える時

間外労働が認められる場合は，業務と発症との関連性が強いと評

価できること
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を踏まえて判断する。

ここでいう時間外労働時間数は，１週間当たり４０時間を超えて

労働した時間数である。

また，休日のない連続勤務が長く続くほど業務と発症との関連性

をより強めるものであり，逆に，休日が十分確保されている場合は，

疲労は回復ないし回復傾向を示すものである。

( ) 本件訴訟に至る経緯4

ア 原告らは，中央労働基準監督署長に対し，平成１０年８月２５日，亡Ｐ

１はリクルートにおいて過重な業務に従事したため本件疾病（くも膜下出

血）を発症し，死亡に至ったものであり，その死亡は業務に起因している

として，労災保険法による遺族補償給付及び葬祭料の支給を請求したが，

同署長は，平成１２年３月３１日付けで，本件疾病についての業務起因性

を否定して，これらを支給しない旨の処分をした（以下「本件不支給処

分」という。）。

イ 原告らは，東京労働者災害補償保険審査官に対し，平成１２年５月２９

日，本件不支給処分の取消しを求めて審査請求を行ったが，同審査官は，

平成１４年２月４日付けで，これを棄却する旨の決定をした。

ウ 原告らは，労働保険審査会に対し，平成１４年３月２９日，本件不支給

処分の取消しを求めて再審査請求を行ったが，同審査会は，平成１８年３

月１７日付けで，これを棄却する旨の裁決をした。

２ 争点

亡Ｐ１の本件疾病が業務に起因するものと認められるか否かが本件の争点で

ある。

そして，とりわけ，

( ) 亡Ｐ１の従事した業務の過重性1

① 量的過重性
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② 質的過重性

( ) 亡Ｐ１のくも膜下出血に対する同人の基礎疾患の影響2

が問題となる。

３ 争点に関する当事者の主張

【原告らの主張】

( ) 労災保険法７条１項１号の「業務上の疾病」の意義1

ア 労災保険法７条１項１号の「業務上の疾病」というためには，業務と疾

病との間に合理的関連性があることで足り，法的要件としてこれで必要か

つ十分であるというべきである（合理的関連性説）。

イ 仮に，業務と疾病との間に相当因果関係が必要であると解するとしても，

相当性の判断においては，業務が相対的に有力な原因であることは要せず，

業務の遂行が基礎疾患等を誘発又は増悪させて発症の時期を早める等，業

務が基礎疾患等と共働原因となって疾病の発症や死亡の結果を招いたなど

と認められる場合には，当該疾病は「業務上の疾病」と解すべきである

（共働原因説）。

ウ 業務の遂行が基礎疾患等と共働原因となって疾病の発症や死亡を招いた

と認められるか否かは，基礎疾患等を有し，又は基礎疾患等を発症した当

該労働者を基準として危険の有無を判断すべきである（本人基準説）。仮

に，当該労働者を基準としない場合には，使用者によって労務の提供が期

待されている者全てを対象として，そのような者の中で最も危険に対する

抵抗力の弱い者を基準として危険の有無を考えるべきである（最弱労働者

基準説）。

エ 「業務上の疾病」が認められる業務の負荷は，当該労働者又は最も危険

に対する抵抗力の弱い労働者を基準として，医学的経験則ではなく一般経

験則に照らし，脳・心臓疾患の発症の基礎となる血管病変等をその自然経

過を超えて，有意に増悪させ得ることが客観的に認められる負荷であると
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いえるか否かによって決すると解するのが相当である（有意増悪説）。

オ 認定基準は，労災保険法，同法施行令及び同法施行規則等の法令の

委任を受けて定められたものではなく，その実施事務を管掌する厚生労

働省が，その組織内において，労働基準監督署などの下級行政機関に対

する行政の適正，迅速処理などの運用のための内部通達として定めたも

のである。したがって，認定基準は，労災保険法，同法施行令などの法

令の解釈適用について，裁判所の判断を拘束するものではないし，国民

の権利を制限し義務を課するものでもない。

( ) 亡Ｐ１の従事した業務の量的過重性について2

ア タイムカードその他の証拠により，最低限認められる亡Ｐ１の発症前６

か月間の労働時間は，別表１のとおりである（なお，別表１中，「１日の

拘束時間数」は始業時刻から終業時刻までの時間数をいい，「１日の労働

時間数」は実労働時間数をいう。別表２以下も同じ。）。したがって，各

月の時間外労働時間は，発症前１か月目（平成８年７月２６日から同年

８月２４日まで）は４２時間３３分，発症前２か月目（平成８年６月

２６日から同年７月２５日まで）は８０時間３２分，発症前３か月目

（平成８年５月２７日から同年６月２５日まで）は９９時間２３分，

発症前４か月目（平成８年４月２７日から同年５月２６日まで）は３

３時間１６分，発症前５か月目（平成８年３月２８日から同年４月２

６日まで）は７５時間１７分，発症前６か月目（平成８年２月２７日か

ら同年３月２７日まで）は５２時間００分であった。

また，亡Ｐ１は，くも膜下出血発症以前の平成８年の夏休みころか

ら，頭痛等の自覚症状を周囲に訴えており，くも膜下出血の前駆症状

として頭痛等が発症していたものと認められる。そうすると，亡Ｐ１

の労働時間としては，前駆症状の発症した夏休みの初日を起算日とし

て算出すべきであり，その場合，１か月目（平成８年７月１１日から



- 10 -

同年８月９日まで）は７０時間０１分，２か月目（平成８年６月１１

日から同年７月１０日まで）は９２時間００分，３か月目（平成８年５

月１２日から同年６月１０日まで）は８６時間５０分，４か月目（平成

８年４月１２日から同年５月１１日まで）は３６時間１２分，５か月目

（平成８年３月１３日から同年４月１１日まで）は３６時間０５分，６

か月目（平成８年２月１２日から同年３月１２日まで）は９２時間２０

分となる。

亡Ｐ１は，このような長時間労働に従事し，しかも，その労働時間

帯も深夜労働が極めて多く，特に，インターネット企画グループ在籍中

は，デジタル○○の更新作業のため，水曜日の夜に，翌日の早朝まで働

くことが常態化していたものである。亡Ｐ１の労働実態は，極めて過酷

かつ不規則であり，その業務の量的過重性は明らかである。

なお，亡Ｐ１の労働実態は，入社以来，相当に過重な状態が継続し

ており，それらの労働による疲労の蓄積に，上記の過重労働が加わり，

本件疾病の発症に至ったものである。

イ 争いのある労働時間について

(ア) 休憩時間

後記のとおり，リクルート社では，従業員に残業時間の抑制を指示

しており，亡Ｐ１は，タイムカード上，労働時間を過少申告してい

た。

亡Ｐ１は，○○編集課在籍当時，食事休憩に長い時間をかけるこ

とはなく，インターネット企画グループに異動後は，グループのメンバ

ーはわずか３名であり，かつ皆兼務であったことから，メンバーととも

に食事を摂りに行くこともなかったと認められ，現に，亡Ｐ１の直属の

上司であるＰ２（当時のリクルート首都圏人材総合サービス事業部メ

ディアプロデュース部インターネット企画グループのグループマネー
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ジャー。）は，亡Ｐ１の死後，原告Ｐ３に対して，亡Ｐ１と食事を一

緒にしたことが一度もなかったことを話していた。

さらに，デジタル○○への記事掲載開始（リニューアル）後の亡

Ｐ１については，コンピューター技術やホームページ作成技術等を伝

授され，業務遂行上の恩人と言うべきＰ４（株式会社α２代表取締

役。）と連絡を取らないようになり，同人から連絡を受けたことに

対して激怒するなど，精神的に余裕がないほどの著しい過重労働実

態になっていた。

加えて，亡Ｐ１が正午前後に出勤していた日について，まとまっ

た昼食休憩を想定することは誤りである。

以上を総合して考えれば，亡Ｐ１の休憩時間は，せいぜい１日平

均１時間とすべきである。

(イ) 休日の労働時間

休日労働につき，控えめに一律８時間とした。

(ウ) 平成８年２月及び３月の労働時間

亡Ｐ１は，平成８年３月以前は，裁量労働制適用対象者としてタ

イムカードがなく，出勤表により深夜，休日労働のみを申告してい

た。

しかし，当時の出勤表については，他の資料と矛盾が多々見られ

ることから，正しく労働実態を反映したものではないことは明らか

であり，他の資料から労働実態が判明しない日についてのみ，出勤

表の記載によるべきである。

すなわち，平成８年２月及び３月について，亡Ｐ１の出勤表の記

載は下記のとおりである。

記

平成８年２月 深夜労働８日（計２０時間），休日労働なし
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平成８年３月 深夜労働７日（計１６時間），休日労働なし

しかしながら，かかる記載は，リクルートの所在したビルの警備日誌

（以下「警備日誌」という。乙３０の７ないし１２）や深夜業務交通費伝

票（乙３１の１ないし５）から認められる労働実態と大きな乖離がある。

諸資料から認められる労働実態と出勤表との乖離を整理すると下記のとお

りとなる。

記

平成８年２月

深夜残業をしているが，出勤表に記載のない平日 ２日

深夜残業をしているが，出勤表記載が過少の平日 ４日

休日労働をしているが，出勤表に記載のない休日 ４日

（うち２日は深夜労働に及んでいる）

平成８年３月

深夜残業をしているが，出勤表に記載のない平日 ４日

深夜残業をしているが，出勤表記載が過少の平日 １日

休日労働をしているが，出勤表に記載のない休日 ３日

（うち２日は深夜労働に及んでいる）

また，亡Ｐ１は，この時期，このような相当の深夜労働，休日労

働を行っていたほか，複数の号の記事編集を並行して担当し，多忙

を極めていた。しかも，亡Ｐ１の平成８年３月以前の労働時間は，

同年４月の労働時間とほぼ同様の実態だったと考えることができる

ところ，同月の亡Ｐ１の拘束時間は９時間以上の日がほとんどであ

り，１時間の休憩時間を控除すると，同月及び同年３月の日々の労働

時間は少なくとも８時間を超えていたということができる。このよう

な労働実態から考えれば，亡Ｐ１が，時間外労働の記録のない平日に

ついて８時間働いて帰宅していたとは到底考えられず，記録のない
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休日労働を余儀なくされていたことも考えられるところである。そ

れでも，最低限の労働実態を明らかにするため，午後零時に始業し

１時間の休憩を取得して午後９時に終業したものとして，労働時間

を８時間とし，休日労働はなかったものとしている。週刊○○担当

時期で裁量労働制が適用されずにタイムカードのある時期を見ても，

午前１０時，１１時台に出勤している日が多く見られることなどから，

これが控えめな計算であることは間違いない。さらに，平日で，深夜

業務交通費伝票（乙３１の１ないし５）のみが存在し，その他の資

料がない日については，午前１時終業としたが，亡Ｐ１の利用する

α３線（α４駅からα５駅まで）は，午前１時近くまで電車がある

ところ，終電をわずかに過ぎて終業し，深夜タクシーで帰宅すると

いうことは想定困難である。しかし，そのような日についても控え

目に午前１時終業としたのである。

被告は，時間外労働の資料がない日について，午後零時に始業し，

休憩を取らずに午後７時半に終業したとして，労働時間を７時間３０

分と主張している。しかし，上記の事情からすれば，控えめに考えて

も労働時間が８時間を下回ることはないというべきである。

(エ) 各日の労働時間

ａ 平成８年７月１０日

警備日誌では「徹夜」となっており，また，亡Ｐ１は午前５時

１５分に業務上のメールを発信していることから，亡Ｐ１の終業

時刻は早くても「午前５時３０分」とすべきである。

ｂ 平成８年７月３日

警備日誌では午前６時退館の記録があり，また，亡Ｐ１は午前

５時４８分に業務上のメールを発信していることから，亡Ｐ１の

終業時刻は早くても「午前５時５０分」とすべきである。
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ｃ 平成８年４月５日

警備日誌では，亡Ｐ１が午前４時３０分に退館した旨の記載が

ある。本来，亡Ｐ１が完全に業務から開放されたのは退館時と考

えるべきであるが，原告らは，控えめに，終業時刻を退館１０分

前の「午前４時２０分」と主張している。

ウ 労働時間算定に係る資料の不正確性・限定性

(ア) タイムカードの不正確性

警備日誌のうち，残されている平成８年１月から同年８月までの

警備日誌を見ると，わずか８か月間で，タイムカードの打刻の退館時

間との齟齬が１７日間もある。

リクルートの従業員らは，タイムカードを日々記載するのではなく

まとめて記載していた実態があり，亡Ｐ１が死亡した平成▲年▲月

のタイムカード後半部分が別の従業員によって記載されていること

から考えても，亡Ｐ１自身もかかる記載の仕方をしていたというべ

きである。また，亡Ｐ１のタイムカードを見ると，日々の労働時間

が１時間ないし３０分単位のきりの良い数字で記載されており，拘

束時間から逆算して考えれば，分単位の半端な休憩時間を取得して

いたことになるが，このようなこともあり得ないことである。さらに，

リクルートのタイムカードは，予め労働基準法の上限時間が印刷され

た特徴的なものであり，従業員らは，その上限時間を超えないように

申告労働時間を調整する対応をしていた。亡Ｐ１もこの上限時間に合

わせるために労働時間を過少申告していることは，以下のとおり，

タイムカードの記載から明らかである。

平成４年１０月

同月のタイムカードは，３０日の欄において，当初実労働時間

が１０時間となっていたのが７時間と訂正されている。ちなみに，
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１０時間だと１か月の総労働時間が２４７時間となって月間上限２

４４時間を３時間超えることになった。

平成５年６月

同月のタイムカードは，法定の上限時間が２３３時間のところ，

３０日の在社時間が１５時間５４分だが申告労働時間は７時間と

して，ちょうど２３３時間になるように申告されている。

平成５年１１月

同月のタイムカードは，法定の上限時間が２３３時間のところ，

３０日の在社時間が１４時間３６分だが申告労働時間は９時間３

０分として，休日分も含めてちょうど２３３時間になるように申

告されている。

平成６年３月

同月のタイムカードは，法定の上限時間が２３９時間のところ，

３１日の在社時間が１４時間１８分だが申告労働時間は８時間とし

て，申告労働時間は休日分２３８時間３０分と法定上限より３０分

少なくなるように申告されている。

平成８年６月

同月のタイムカードは，法定の上限時間が２１６時間のところ，

２７日の在社時間が１１時間４９分だが申告労働時間は８時間，

２８日の在社時間が１４時間４２分だが，申告労働時間は９時間

として，申告労働時間は２１５時間と法定上限より１時間少なく

なるように申告されている。

平成８年７月

同月のタイムカードは，法定の上限が２２２時間のところ，３

０日の在社時間が１２時間１３分だが申告労働時間は５時間，３

１日の在社時間が１５時間１０分だが申告労働時間は５時間とし
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て，ちょうど２２２時間になるように申告されている。

亡Ｐ１の発症前６か月のタイムカードのうち，過少申告が最も明

らかなのは，６月，７月であり，月末ころは，タイムカードに印刷

された上限時間に合わせるために，明らかに実態から乖離した労働

時間を記入して，月合計労働時間を上限時間内に納めていること，

深夜労働も一切付けていないことが認められる。それ以外の日々につ

いても，適当に切り捨てとされた，きりの良い労働時間が記載されて

いる。加えて，他の資料から認められる休日労働や深夜労働について

も，タイムカード上過少申告となっている日が何日も認められる。こ

のようなことも考えれば，タイムカードの記載が亡Ｐ１の労働実態と

乖離していることは明らかである。

なお，被告も，６月，７月末の労働時間申告が過少である可能性

があるとして，タイムカード申告よりも多い労働時間を主張したり

（平成８年７月３１日，同月３０日，６月２８日，同月２７日，同

月２６日等），出社時刻が午前１１時台，午後零時台の日については，

昼食休憩はとらなかったものとして，拘束時間から休憩１時間を控除

した時間を労働時間と主張したりしているのである。

さらに，警備日誌その他の証拠からして，亡Ｐ１は，少なくとも平

成８年１月以降，以下の範囲で休日労働を行っていたことが明らか

であるが，これらについては，いずれも，タイムカード上，休日出

勤としては申告されていない。

平成８年２月１７日

この日に関しては，銀座からの深夜タクシー料金が２回

請求されているところ，１回分は出勤簿の記載通り２月１

６日の深夜労働（申告時間は２時間）と考えられるが，も

う１回の分の請求は２月１７日の深夜のものと考えられる。
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平成８年２月１８日

この日，亡Ｐ１がリクルートからα６に行って帰って

きていることが認められる。

平成８年３月２日

同日付の飲食費の領収書が２枚，同日付で５名に対す

る取材協力費の領収書が５枚あり，同日に亡Ｐ１が取材

を行っていたことが認められる。

平成８年３月３０日

同日付の喫茶店の飲食費領収書が１枚存在する。私的

な飲食費は経費として認められないことを勘案すると，

同日，亡Ｐ１は喫茶店で取材を行っていたことが認めら

れる。

平成８年４月６日

同日，「億万長者取材」として交通費を請求しており，

亡Ｐ１が取材を行っていたことが認められる。

平成８年４月７日

この日のα７ビルの最終退館者が亡Ｐ１であり，２３

時３０分に退館したことが認められる。

平成８年４月２９日

同日のα７ビルのインターネット部門の最終退館者が

亡Ｐ１であり，２１時１０分に退館したことが認められ

る。

(イ) 労働時間算定に係る資料の限定性

ａ 警備日誌（乙３０の１ないし２７）は，リクルートと原告らの

間の損害賠償請求訴訟に先立ち，原告ら代理人がリクルートから，

亡Ｐ１に関する記載がある日のみをピックアップしたものとして
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受領したものであり，これらが亡Ｐ１に関する記載の全部である

かという検証は全くできない。しかも，この警備日誌は，入退館

原記録から各フロアの最終退館者のみを転記してまとめた記録で

あって，最終退館者となるか徹夜勤務でなければ記録には表れな

い。

ｂ メール送受信記録（甲３３の１ないし１３０，５７の８ないし１

２２）も，原告ら代理人がリクルートから受領したものであるが，

セブントピックスに関し，頻繁にメールをやり取りしていたはずの

Ｐ５及びＰ６との間のメールがほとんどなく，同人らが所持して

いた受信メール（甲３４ないし３６）との間にも齟齬がある。リ

クルートが開示したメール送受信記録が，全体の一部に過ぎない

ことは明らかである。

ｃ 亡Ｐ１は，自宅のパソコンやフロッピーディスクに，様々な業

務関係データを残しており（甲１００），自宅で持ち帰り残業等

を行っていたものである。

(ウ) 平成８年２月及び同年３月の労働時間

前記イ(ウ)のとおり，この時期の労働時間について，原告らは資料

から認められる最低限の労働時間を主張している。

(エ) 原告ら主張労働時間について

以上によれば，原告らが主張している亡Ｐ１の労働時間は，極めて

限定された証拠上認められる最低限の労働時間であり，実際の亡Ｐ

１の労働時間はこれを超える過重なものであったことは明らかであ

る。

( ) 亡Ｐ１の従事した業務の質的過重性について3

ア 週刊○○編集課在籍中の亡Ｐ１の業務の過重性について

(ア) 編集業務の内容
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編集業務は，具体的には，①記事内容の企画，②取材対象の選定，

取材，③ライター，イラストレーター，デザイナーとの打ち合わせ，

④入稿，⑤ゲラ・色校の最終チェック，⑥取材先への掲載誌の送付，

経費等の精算等の流れで行われる。

①記事内容の企画は，亡Ｐ１ら各編集者が，普段から知的好奇心

や問題意識を持って様々な情報を収集・把握し，人脈を形成して情

報収集や意見交換に努めた上で，十分な検討を経た企画案を作成し，

概ね３か月ごとに行われるブレスト会議（編集会議）に２０ないし

３０本の企画案を持参して臨む。編集会議は，編集者の能力が試さ

れる場であり，各編集者には，良質の企画案作成のための努力が必要

とされる。

②①で企画が採用されると，各編集者は取材先を選定し，構成案

を作成して，各号の企画会議で了承を得る。適切な取材先の選定は

労力を要し，その際，それまでに培った人脈や収集した情報が重要

になる。取材自体も，企画の趣旨について十分に理解を得られるよ

う，相応の時間の面談ないし電話による交渉が必要であるほか，１

本の企画における取材先も少なくなく，取材先の都合によっては，

夜間や休日に日時を設定することがあった（例えば，平成８年２月

８日，同月１８日，同月２１日など。）。また，亡Ｐ１は，週刊○○

編集部に入った頃から，建築業界や医療業界，コンピューター業界

などの，いわゆる専門性の高い業界に関する記事を担当することが

多く（例えば９３１５号（１９９３年１５号），９３２１号，９３

２３号，９３３３号），このような記事は，業界の構造や業界用語

について勉強していかないと，取材の質問すらできないので，僅か

な記事を作成するのにも，その分野の本を最低１，２冊読まなけれ

ばならず，通常の特集記事に比べて負担の重いものであった。
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③ライターの選定も，ライターの得意分野を理解して行う必要があり，

注意を要する。ライターに依頼せず，編集者自身が原稿を執筆する場合

もあるし，ライターに依頼する場合には，ポイントとすべき部分を打ち

合わせ，原稿をチェックし，必要があれば，ライターに修正を依頼する

か，編集者自身が修正する。一方，イラストレーターにイラスト作成を

依頼し，作成されたイラストの修正を行ったり，ページのレイアウトの

構成を考え，デザイナーと具体的なレイアウトの打ち合わせを行い，そ

の作成を依頼するとともに，必要な図表や写真を準備する。

④入稿（原稿，イラスト・写真・図表等，レイアウトを揃えて印刷所

に持ち込むこと。）に当たっては，編集者は原稿の文字数を手作業で数

えて全面的なチェックを行い，細かい文字やデザインの指定まで，レイ

アウトをチェックして，入稿日のうちに，それらの作業を終了させなけ

ればならないものであり，極めて高い集中力を長時間にわたり要求され

る。

⑤ゲラ・色校は，編集者及び取材先等のチェックを要し，その段階で

大きな訂正が入ると，編集者自身がデザイン変更を行うなどする必要が

あった。また，一般的には，編集長が最終チェックを行うものであるが，

週刊○○の場合，そのようなチェックはなく，担当編集者がその責任を

負担していた。

⑥雑誌ができあがると，編集者が同誌を取材先に送付する手配をし，

経費等の精算を行う。

以上のとおり，編集者の業務は多岐にわたるところ，編集者は，全工

程を自ら管理し，それも，同時期に複数の特集記事を並行して担当して

いた。亡Ｐ１は，９４３４号，９４３５号，９４３７号，９４３９号，

９４４０号に特集記事を掲載しており，約１か月半の間に５本の特集記

事を担当したものであって，その負担は非常に重かった。
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(イ) リクルートの利益至上主義とその重圧

リクルートは，徹底的な利益至上主義を採用し，社内の各部署や従業

員に対し，短期間で確実に利益を上げることを求めていた。具体的には，

同社は，部署ごとに貸借対照表と損益計算書を作成させて業績を管理す

るとともに，能力主義・業績主義の人事制度を採用し，人事考課が待遇

や人事異動に即座に反映する体制となっており，頻繁かつ大規模な人事

異動が行われる実態にあった。そのため，各従業員は，常に最大限の能

力を発揮するよう管理されていたといえる。

週刊○○においても，購入者が評価した記事を記載するアンケート葉

書が付いており，リクルートでは，このアンケート結果を「支持率」と

して各編集者に伝え，編集者の表彰の参考としていた。リクルートが求

人広告分野のリーディングカンパニーであり続けるために，週刊○○に

質の高い記事を提供することが要請され，各編集者は，そのために最大

限の労力を注がざるを得なかった。

(ウ) 営業との関係

週刊○○の中心は求人広告であり，広告主である企業や，企業と折衝

する営業職に対し，常に配慮する必要があり，その要望に応じるために，

相当の時間や労力を取られていた。

(エ) 編集以外の業務

記事の編集業務以外にも，亡Ｐ１は，○○編集部に配属されて間

もない平成４年７月から，「進行」業務（一つの雑誌ができるまで

の工程の管理・調整業務）や「ストック管理」業務という，全体のス

ケジュールにかかわる業務を任されていた。特に，「進行」業務は，

印刷会社との打ち合わせや全ての原稿の入稿等のスケジュールを管理

する(他の担当者への指示等を含む。)ものであり，通常の編集部で

あればベテランが担当する業務であり，責任が重く，精神的負荷も
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大きい業務であった。

また，平成６年７月からは，「表紙」の業務を担当するようにな

ったが，表紙の内容は売れ行きに直結するので責任が重く，かつ，

当時の○○では表紙に著名人の人形様の絵を使っていたので，肖像

権等の問題についても絶えず配慮しなければならない立場にあった。

(オ) 他雑誌の編集の協力

亡Ｐ１は，「○○」，「○○」，「○○」等リクルートが発行する他

の雑誌の編集についても手伝いをしていた。

イ インターネット企画グループ在籍中の亡Ｐ１の業務の過重性について

(ア) 業務の内容

亡Ｐ１の担当したデジタル○○の業務は，以下のとおり，広範かつ膨

大なものであった。

ａ コンテンツ制作・更新

① 企業求人情報の提供

亡Ｐ１は，データベース用アプリケーションや専用プログラム

を使用して，毎週の掲載企業情報データベースの更新を担当してい

た。

② 固定，転載記事

亡Ｐ１は，固定記事を掲載し，あるいは他媒体の記事を転載す

る業務についても，転載すべき記事の内容を確認し，テキストデ

ータにした上，画面表示が適切になされているかどうかを確認し

てデジタル○○へアップしていた。

③ 編集記事

亡Ｐ１は，デジタル○○で編集業務を担当する唯一の者として，

短期間のうちに，セブントピックス，ウィークリーコラム，特

集記事という，様々な編集記事企画を立ち上げ，○○編集課時
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代と比べても多数回の編集及び掲載業務を行っていた。

④ 希望者へのサービス提供

亡Ｐ１は，次のとおり，希望する閲覧者にそれぞれのサービス

を提供する業務も行っていた。すなわち，創刊後は，希望者への

サービス提供という実務的な作業と，提供希望者，停止希望者な

どをデータで管理して，適時に更新していくことが業務の中心と

なるところ，亡Ｐ１は，少なくとも，キャリアカウンセリングに

関して対象者へのメール送信などの作業を行っていたし，メーリ

ングサービスの配信，配信停止作業も担当していた。また，亡Ｐ

１は，これらに関連して，閲覧者からの労働相談に対してメール

で回答をするということまでも行っていた。

⑤ 編集部からの情報提供

亡Ｐ１は，唯一の編集業務担当者として，編集部として情報の

ピックアップを行い，画面表示を含めて確認，掲載を行う業務等

も行っていたものである。

⑥ 画面制作作業

亡Ｐ１は，画面のレイアウト作業や，校正作業を負担していた。

ｂ その他の業務

① デジタル○○のバナー広告依頼

亡Ｐ１は，他社のホームページにデジタル○○のバナー広告を

掲載してもらうため，ホームページ管理者に対し，自ら作成し

たと思われる複数のパターンの広告画面が切り替わるデジタル

○○のバナー広告の画面を送り，その掲載を依頼している。

② 営業との関係

亡Ｐ１は，週刊○○の場合と同様，営業職に対する配慮を行っ

ていた。
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③ 週刊○○の業務

亡Ｐ１は，週刊○○時代に担当していた連載企画に関する業務を，

本件発症の直前期に担当していた。

④ 販売促進物の作成

亡Ｐ１は，デジタル○○の販売促進用のカードのデザインや色指

定を含め，作成を担当していた。

⑤ 閲覧者の応募行動喚起策

リクルートは，デジタル○○不振対策のうち，応募行動喚起対

策として，( )「問い合わせボタンの設置」，( )『「ＨＯＷ Ｔi ii

Ｏ ＡＣＣＥＳＳ」ボタンを「資料請求・応募」に名称変更』

を挙げている。( )については「そのボタンを押すとメールソフi

トが立ち上がり，自由にアクセスできる。気軽な問い合わせを

促進。」との説明がある。これを実現するには，デジタル○○

の画面上に，メールソフトが立ち上がるようなプログラムをＨ

ＴＭＬ言語の「タグ」指令として書き込む必要があり，さらに，

画面上ではクリックすると右指令が実行されるようなボタンと

して表現されるような指令も書き込まなければならないのであ

り，明らかに専門知識を必要とするものである。

⑥ 以上のとおり，亡Ｐ１がデジタル○○で担当していたのは，単

に編集記事を作成することではなく，専門的知識を有する企業

情報データベースの更新業務を含めて，デジタル○○のコンテ

ンツ全体についての業務を行っていたのであった。また，唯一

の編集部員として様々な形で閲覧者への情報提供を行い，問い

合わせに対する回答という個別閲覧者への対応も行っていたほ

か，業務遂行の過程で営業社員や外部企業とのやり取りをし，

更には，異動前の○○の連載企画に関する業務も負担していた
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のであった。

(イ) 業務の過重性

ａ デジタル○○の重要性と亡Ｐ１への重圧

リクルートは，平成８年当時，数年内に主要情報誌全てをイン

ターネットで提供し，年商５０億円規模とするという目標を掲げ

ており，インターネットの転職情報提供事業において複数の企業

との具体的競争が始まる状況において，デジタル○○はリクルー

トにとって極めて重要な商品であった。そして，前記のリクルー

トの利益至上主義と，その目的に沿う人事制度の下，亡Ｐ１には，

デジタル○○を短期のうちに利益があがる商品として成功させな

ければならず，その企画，構成，内容，デザイン等あらゆる面に

おいて高い品質を確保しなければならないという重圧がかかってい

た。

ｂ 支援の不存在

インターネット企画グループにおいて，亡Ｐ１は唯一の編集担当者

であり，また，同グループ内の他の従業員である上司のＰ２，Ｐ７及

びＰ８はいずれも他の業務を兼任していたため，亡Ｐ１は，前記のよ

うなデジタル○○の多岐にわたる業務をほとんど一人で担当しなけれ

ばならなかった。

上司のグループマネージャーのＰ２は，出張等が多く不在がちであ

ったばかりか，亡Ｐ１が業務に追われて精神的余裕を失っている状況

にあった平成８年７月ころ，リクルートのステップ休暇制度を利用し

て，長期の休暇を取得し，亡Ｐ１の業務負担を更に過重にした。

また，リクルートは，亡Ｐ１に対し，インターネットに関する研修

等の機会を与えず，業務遂行をサポートする体制を整備しなかった。

そのため，亡Ｐ１は，社外のインターネットの専門家である前記Ｐ４
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を頼って，専門知識の習得等を行わざるを得ない状況であった。

ｃ 業務の困難性

亡Ｐ１は，インターネット媒体を担当した経験がなかったにもかか

わらず，平成８年４月の創刊時には雑誌の体をなしていなかったデジ

タル○○のリニューアル企画を立案，実行したものであり，その業務

は新規性が高く困難なものであった。

また，平成８年当時，インターネットの通信環境やホームページ作

成環境は極めて未熟であり，画面制作及びその内容の確認だけでも，

非常に業務負担が大きく，困難なものであった。

(ウ) 深夜労働

亡Ｐ１が行っていた業務はライターを含めた社外の者との連携が

不可欠であり，限られた時間の中で記事編集を完了するためには，

深夜にまで及ぶ労働は避け難いものであった。例えば，昼間は取材

で外出が多く，原稿執筆が夜になることの多いライターとの関係の

みで考えても，送付原稿に対する検討結果のレスポンスや連絡やり

取りなど，夜間に業務を行わざるを得なかった。

特に，亡Ｐ１の毎週水曜日の労働は，翌日の早朝に及ぶことが恒

常的に繰り返されている。これは，デジタル○○の更新作業（少な

くとも，木曜日午前１０時の更新が滞りなく行われるようにテスト

環境へ画面更新データを全てアップさせておくこと）までも亡Ｐ１

の担当となっていたことによる。そのため，毎週水曜日は，日付が

変わった木曜日の早朝まで勤務し，ほとんど睡眠も取れずに再び木

曜日の通常業務に従事するという，極めて不規則な労働が常態化し

ていた。

(エ) 夏季休暇について

亡Ｐ１は，平成８年８月に夏季休暇を取得しているが，これは，亡Ｐ
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１の本件疾病発症の業務起因性を否定する理由とはならない。亡Ｐ１は，

夏季休暇以前に過重な労働に従事しており，周囲の者の供述からも，夏

季休暇の前から相当に疲弊して，深刻な体調不良の様子を示し，その後

も回復した様子がなかったことが明らかである。重篤なくも膜下出血の

発症に先立ち，頭痛等の前駆症状ないし警告症状が出現することが医学

的に知られているところ，亡Ｐ１は，平成８年８月１０日ころから頭痛

等を訴えており，同月２５日に本件疾病を発症したのであるから，亡Ｐ

１は，遅くとも夏季休暇に入った直後には，本件疾病の前駆症状を発症

していたものと認めるべきであり，前駆症状の発症にまで至っていた亡

Ｐ１の血管病変の増悪は，僅かな夏季休暇期間などでは全く改善されず，

本件疾病の発症に至ったものである。

( ) 亡Ｐ１のくも膜下出血に対する同人の基礎疾患の影響について4

ア 亡Ｐ１の健康診断結果

亡Ｐ１の血圧は，高血圧症として治療を要する程度には悪化しておらず，

かつ，かかる程度に至ったのも，リクルートに入社後に増悪した結果であ

る。また，脂質（総コレステロール，ＨＤＬコレステロール，中性脂肪）

については，要生活注意（Ｃ）又は要再検査（Ｄ）と指摘されていたが，

これも，治療を要する程度には至っていなかった。

イ 亡Ｐ１の多発性嚢胞腎の状況

亡Ｐ１の多発性嚢胞腎は，腎機能にほとんど異常が認められない軽

度のものであった。すなわち，平成８年３月２８日の受診の際には，

肉眼的血尿が消失しており，ＣＴスキャンによっても，肝臓，すい臓，

脾臓に嚢胞は認められず，胆嚢も正常で，血液検査，生化学検査等に

ほとんど異常が認めらず，腎機能は軽度の低下である。同年４月２５

日受診の際には，治療を要せず，３か月に一度の経過観察でよいと指

示されている。
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ウ 多発性嚢胞腎と脳動脈瘤の発生・破裂

多発性嚢胞腎での脳動脈瘤の合併頻度は，これが一般人より高いと

する報告もあるが，それらの報告は脳動脈瘤の検出方法や多発性嚢胞

腎患者群の母集団の特性の差異に基づき内容が大きく異なるもので，

合併頻度が高くないとする報告もある。

また，一般的に，脳動脈瘤が存在しても，必ずしも破裂することな

く，生涯破裂しないままである場合も相当の確率で存在する。したが

って多発性嚢胞腎に合併した脳動脈瘤も，必ずしも破裂に至るものと

はいえない。

多発性嚢胞腎が，脳動脈瘤破裂によるくも膜下出血の危険因子である

ことは否定できないが，喫煙，高血圧，アルコール等，他の危険因子と

同様，脳動脈瘤を必ず増悪させ，破裂によるくも膜下出血を発症させる

ものとは限らず，特に，亡Ｐ１のような２９歳という年齢では，脳動脈

瘤によるくも膜下出血を発症する者は少ない。亡Ｐ１の高血圧及び多

発性嚢胞腎の症状は前記のとおりであり，亡Ｐ１はくも膜下出血発症

まで，通常の日常業務を支障なく遂行していたのであるから，亡Ｐ１

の基礎疾患たる脳動脈瘤が，その自然経過により破裂してくも膜下出

血を発症する寸前にまで進行していたということはできない。

( ) まとめ5

以上のとおり，亡Ｐ１は，リクルートの編集者として過重な業務に従事し

たことから，回復できない疲労を蓄積し，その過重業務を原因としてくも膜

下出血を発症し，死亡するに至ったものであり，亡Ｐ１の本件疾病がリクル

ートの過重業務に起因することは明らかである。

したがって，本件不支給処分は誤りであり，取消しを免れない。

【被告の主張】

( ) 労災保険法７条１項１号の「業務上の疾病」の異議1
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ア 労災保険法上の保険給付は，労働者の業務上の死亡等について給付され

るところ（労災保険法７条１項１号），当該労働者の死亡等を業務上のも

のというためには，当該労働者が業務に従事しなければ結果（死亡等）は

生じなかったという条件関係が認められるだけでは足りず，両者の間に法

的にみて労災補償を認めるのを相当とする関係（相当因果関係）があるこ

とを要する。

そして，労災保険は労働基準法の定める使用者の災害補償責任を担保す

るための制度であるところ，災害補償制度は，労働者が使用者の支配管理

下で労務を提供する過程において，業務に内在する危険が現実化して傷病

が引き起こされた場合には，使用者は，当該傷病の発症について過失がな

くても，その危険を負担し，労働者の損失填補に当たるべきであるとする

危険責任の考え方に基づくものであるから，労災保険において相当因果関

係が肯定されるためには，死亡等の結果が，業務に内在する危険の現実化

と認められることが必要であり，①業務に危険が内在していると認められ

ること（危険性の要件），さらに，②傷病が業務に内在する危険の現実化

として発症したと認められること（現実化の要件）が必要である。

脳・心臓疾患の場合，①危険性の要件については，業務の危険性の程度

を，当該労働者と同程度の年齢・経験等を有し，基礎疾患を有していても

通常の業務を支障なく遂行することができる程度の健康状態にある者（以

下「平均的労働者」という。）を基準として，業務による負荷が，医学的

経験則に照らし，脳・心臓疾患の発症の基礎となる血管病変等をその自然

経過を超えて著しく増悪させ得ることが客観的に認められる負荷といえる

か否かによって決するのが相当である（平均的労働者基準説）。また，②

現実化の要件については，脳・心臓疾患の発症が，業務に内在する危険の

「現実化」といえるためには，当該発症に対して，業務による危険性（業

務の過重性）が，その他の業務外の要因（当該労働者の私的リスクファク
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ター等）に比して相対的に有力な原因となったと認められることが必要で

ある（相対的有力原因説）。

イ 専門検討会報告書は，その時々の最新の医学的知見に基づき，どのよう

な場合に，脳・心臓疾患の発症が「業務に内在する危険の現実化」と認め

られるかについての評価要因を検討したものであり，医学的に極めて信頼

性の高い資料であるから，業務起因性の有無は，同報告書に示された最新

の医学的知見及びこれを踏まえた新認定基準に基づいて判断されるべきで

ある。

( ) 亡Ｐ１の従事した業務の量的過重性について2

ア 出勤表，警備日誌，経費として認められた領収証等の証拠によれば，亡

Ｐ１の発症前６か月間の労働時間は，別表２のとおりであり，各月の時間

外労働時間は，発症前１か月目（平成８年７月２６日から同年８月２４

日まで）は３２時間４０分，発症前２か月目（平成８年６月２６日か

ら同年７月２５日まで）は５１時間１３分，発症前３か月目（平成８

年５月２７日から同年６月２５日まで）は６８時間３２分，発症前４

か月目（平成８年４月２７日から同年５月２６日まで）は２０時間３

０分，発症前５か月目（平成８年３月２８日から同年４月２６日まで）

は６６時間００分，発症前６か月目（平成８年２月２７日から同年３月

２７日まで）は４７時間３０分であった。

なお，原告らは，亡Ｐ１の発症前６か月より前の業務の過重性を主張す

るが，長時間労働による負荷は，それが軽減されれば人体の受けたダメー

ジが回復するものであって，発症から時期が遡るほど業務の影響は相対的

に低下するのであり，発症前６か月より前の業務の過重性を検討する必要

はない。また，その時期の亡Ｐ１の業務において，大きな特集記事を担当

した場合など，一時的に負荷の大きい時期があったとしても，恒常的なも

のではなかった。
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イ 争いのある労働時間について

(ア) 休憩時間

亡Ｐ１の休憩時間は，基本的に，別表２の「１日の拘束時間数」から

「１日の労働時間数」を減じた数値とすべきである。

リクルートには，従業員の供述から認められるとおり，労働時間を過

少申告するような方針や風潮はなく，特に，編集業務は，仕事と私生活

の区別が付けにくい業務であり，その中でも亡Ｐ１は仕事と私生活を厳

密に分けるような仕事のやり方をしていなかった。このような事情の下

では，実労働時間を最も的確に判断できるのは本人であり，真面目な性

格であったという亡Ｐ１が自ら労働時間に該当すると判断して申告した

実労働時間は基本的に信用できるというべきであり，他の証拠等からあ

まりにも不合理と思われるものについては，個別に修正すれば足りる。

(イ) 平成８年２月及び３月の労働時間

平成８年２月及び３月の労働時間は，この時期のタイムカードが存在

しないため，出勤表（乙２８の６及び７）等の証拠から合理的に推測で

きる労働時間とすべきである。

(ウ) 各日の労働時間

ａ 平成８年８月１９日，同月２３日

タイムカードの「平日の実働時間数」欄及び「うち深夜」欄は，筆

跡の違いなどに照らすと，亡Ｐ１自らが記入したのではない可能性が

高いため，記載された数値が現実の実労働時間かどうか疑いが残る。

各日の始業時刻及び終業時刻からすると，亡Ｐ１は出勤後，退社前に

昼食及び夕食をとったものと思われる。よって，食事のための休憩時

間２時間を計上した。

ｂ 平成８年７月１０日

亡Ｐ１が，自らタイムカードに「午前５時」と記載している（乙２
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９の４）ところ，前記のような編集という業務の特殊性，亡Ｐ１の人

となり，同人の仕事のスタイル等に照らし，タイムカードが存在する

場合においては，原則として，タイムカードの記載を信用するべきで

あり，同記載が不合理であると認めるに足りる特段の事情がない限り，

当該タイムカードの記載を修正する必要はないと解するのが相当であ

る。そして，午前５時までの勤務を「徹夜」と評価することは不自然

ではなく，電子メールの送信は，クリック一つでできるのであるから，

この点に関する原告らの主張は，タイムカードの記載の信用性を疑う

べき特段の事情とはいえないというべきである。

（なお，被告は，平成８年３月６日及び同年２月２７日については，

ファイル保存記録やファクシミリ送信記録を手がかりに亡Ｐ１の始業

時刻あるいは終業時刻を主張したが，これは，タイムカードのない期

間である。上記のとおり，基本的かつ信用性の高い証拠であるタイム

カードが存在する場合には，タイムカードの記載により始業時刻及び

終業時刻並びに実労働時間数を認定するのが妥当である。）

ｃ 平成８年７月３日

前記ｂと同様の理由により，終業時刻は，タイムカード上記載され

た「午前５時」と認めるべきである（なお，警備日誌の退館時刻がタ

イムカードの退社時刻より１時間遅くなっているが，タイムカード打

刻後仮眠をとるなど仕事以外のために館内に滞在していた可能性もあ

るので，一概に不合理ということはできない。）。

ｄ 平成８年６月２８日

タイムカード上，実労働時間は９時間と申告されているが，同日の

出社時刻は午前９時２１分，退社時刻は午前０時０３分，１日の拘束

時間数は１４時間４２分であることに照らすと，申告された実労働時

間は過小である可能性がある。そこで，始業時刻にかんがみ，昼食，
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夕食等のため各１時間の休憩をとったものとし，休憩時間を合計２時

間，実労働時間を１２時間４２分とした。

ｅ 平成８年６月２６日

タイムカード上，実労働時間は１２時間と申告されているが，同日

の出社時刻は午前１１時０５分，退社時刻は午前２時１７分，１日の

拘束時間数は１５時間１２分であることに照らすと，申告された実労

働時間は過小である可能性がある。そこで，始業時刻にかんがみ，昼

食及び夕食のため各１時間の休憩をとったものとし，休憩時間を合計

２時間，実労働時間を１３時間１２分とした。

ｆ 平成８年６月８日

タイムカード上，休日出勤の記載はされていないが，交通費支払伝

票（甲１０の６１）によれば，同日の交通費が経費として承認されて

いるため，同日，休日出勤したものと認められる。ただし，同日の始

業時刻，終業時刻，実労働時間数を判断する根拠となる証拠が存在し

ないので，前日である同月７日と同じ午前９時３０分に出勤し，当時

の所定労働時間である７時間３２分勤務し，途中昼食等のため１時間

の休憩をとったものとして，始業時刻午前９時３０分，終業時刻午後

６時０２分，拘束時間数８時間３２分，労働時間数７時間３２分とす

る。

ｇ 平成８年４月２９日

タイムカード上，休日出勤の記載はされていない。しかし，警備日

誌上，退館時刻が午後９時１０分と記録されているため，同日，休日

出勤したものと認められる。

同日の終業時刻は，上記退館時刻から，午後９時と認められるが，

始業時刻を示す証拠はないので，当時の所定労働時間である７時間３

０分勤務し，途中，夕食等のため１時間の休憩時間をとったものとし
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て，始業時刻午後０時３０分，１日の拘束時間数８時間３０分，１日

の労働時間数７時間３０分とする。

ｈ 平成８年４月１９日

タイムカード上，始業時刻は午前１１時，終業時刻は午後８時３０

分，実労働時間は７時間３０分と申告されている。しかし，警備日誌

によれば，同日の退館時刻は午前２時１０分であり，深夜業務交通費

伝票にも同月２０日タクシーを利用した旨記載され，これが承認され

ていることにかんがみると，終業時刻は午前２時と認められる。

そこで，始業時刻午前１１時，終業時刻午前２時，１日の拘束時間

数１５時間，始業時刻にかんがみ，昼食，夕食等のため合計２時間の

休憩をとったものとし，実労働時間を１３時間とした。

ｉ 平成８年４月７日

タイムカード上，休日出勤の記載はされていない。しかし，警備日

誌上，退館時刻が午後１１時３０分とされており，同日，休日出勤し

たものと認められる。

同日の終業時刻は，上記退館時刻から午後１１時と認められるが，

始業時刻及び労働時間を認定できる証拠が存在しない。そこで，同日

直前の所定労働日である同月５日（金曜日）の始業時刻が午後０時で

あることから，同月７日も午後０時始業とし，夕食等のため１時間の

休憩時間をとったものとして，１日の拘束時間数１１時間，１日の労

働時間数を１０時間とした。

ｊ 平成８年４月６日

タイムカード上，休日出勤の記載はされていない。しかし，交通費

支払伝票によれば，同日の交通費が経費として承認されているため，

同日，休日出勤したものと認められる。

ただし，始業時刻及び終業時刻を認めるに足りる証拠が存在しない
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ので，前日である同月５日と同じ午後０時始業，当時の所定労働時間

である７時間３０分勤務し，休憩は取らなかったものとして，午後７

時３０分終業とした。

ｋ 平成８年４月５日

タイムカード上，出社時刻午後０時，退社時刻午前０時，実労働時

間１０時間３０分と申告されているが，警備日誌によれば，退館時刻

は午前４時３０分とされているため，始業時刻午後０時，終業時刻午

前４時，１日の拘束時間数１６時間，夕食等のため休憩時間を１時間

とったものとして，実労働時間１５時間とした。

ｌ 平成８年３月３０日

出勤表上，休日出勤の記載はない。しかし，証拠（甲４４の１）に

よれば，経費として承認された同日付け喫茶店の飲食費領収書の存在

が認められるため，同日，休日に労働したものとする。

ただし，同日の始業時刻，終業時刻，実労働時間を示す証拠は存在

しないため，同年４月２日ないし同月５日まで午後０時始業が続いて

いたことにかんがみ，同年３月３０日も午後０時始業とし，当時の所

定労働時間である７時間３０分勤務し，休憩時間をとらなかったもの

として，終業時刻を午後７時３０分とした。

ｍ 平成８年３月２９日

出勤表上，深夜勤務を２時間行った旨の記載があるため，終業時刻

は午前０時と認めるのが相当である。また，始業時刻を示す証拠が存

在しないため，上記ｌと同様，午後０時始業と認めるのが相当である。

そうすると，拘束時間数は１２時間となり，夕食等のため休憩時間を

１時間とったものとして，実労働時間数は１１時間とする。

ｎ 平成８年３月２日

経費として計上された同日付け領収証が存在することから，休日出
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勤とし，その余の証拠が存在しないため，午後０時始業，午後７時３

０分終業とした。

ウ 労働時間算定に係る資料の正確性

タイムカード上の「出社」及び「退社」の各欄は，毎日出勤及び退勤の

際打刻機で打刻し，打刻忘れの場合は，所属の上司の確認を受けた上で従

業員が自ら記入するものであって，基本的に信用できるものである。（実

際にも，タイムカード上の記載は警備日誌の退館時刻ともよく一致してお

り，例外的に一致していない部分は，前記イ(ウ)のとおり修正を行った。

直行・直帰の場合は，従業員の自己申告であり，出先への到着時間，出先

を離れた時間を従業員が手書きで記入するが，この申告が信用できること

は，前記イ(ア)のとおりである。）

確かに，タイムカード及び出勤表の記載には，他の証拠から一部修正を

施すべき部分も存在するが，それは全体から見ればごく一部である。前記

のとおり，編集という業務の特殊性，亡Ｐ１の人となり，同人の仕事のス

タイル等に照らし，亡Ｐ１が自ら申告した労働時間数は，基本的には十分

信用できるものというべきである。

( ) 亡Ｐ１の従事した業務の質的過重性について3

ア 週刊○○編集課在籍中の亡Ｐ１の業務について

週刊○○の編集スケジュールは，通常の週刊誌のスケジュールよりは緩

やかな方であった。

編集者ごとの記事の割り当ては，副編集長が編集長と協議の上決めてお

り，編集者間に不公正，不平等にならないよう配慮されていた。亡Ｐ１は，

立ち上がりの早い編集者と評価されていたことから，業務が過重であった

とはいえない。

編集業務のうち，原稿の執筆は，○○編集課では基本的に外部のライタ

ーに依頼するよう指導しており，亡Ｐ１も基本的にはこれに従っていた。
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亡Ｐ１が自ら執筆したこともあるが，これは本人の希望によるものである。

また，原稿の修正は，内容にわたる場合には原則としてライターに依頼し

て行うものであり，編集者が修正するのは，誤字・脱字等の形式的な誤り

である。原稿作成だけでなくレイアウトその他の外注業務全般について，

外注した業務を編集者が行うのは外注業者の仕事内容を変更することであ

るから，それらを亡Ｐ１が行っていたような原告らの主張は誤りである。

原告らは，リクルートの人事評価制度等により，亡Ｐ１に特段の重圧が

かかっていたかのように主張するが，それはリクルート全社に適用されて

いたものであって，一人亡Ｐ１のみに適用されていた訳ではない。

原告らは，亡Ｐ１が，営業との関係に配慮する必要があった旨主張する

が，編集記事が営業に影響するのは，名前の誤記や事業内容の説明の不正

確等があれば顧客との関係が悪くなるという程度のものであり，特段営業

に対する配慮が必要であった訳ではない。

亡Ｐ１は，新人時代に進行管理業務を担当したが，平成８年以降は担当

していない。また，進行管理業務とは，週刊○○の編集全体の進行管理を

行うものであり，全体のスケジュールがわかるという意味で新人が担当し

ていた。そして，亡Ｐ１が担当していた時期には週刊○○のページ数が減

ってきており，亡Ｐ１自身の編集記事も質，量ともに小さいものであった

ことからも，進行業務が大きな負担になったといえない。

原告らは，亡Ｐ１が「○○」等リクルートが発行する他の雑誌の編集に

ついても手伝いをしていたと主張するが，手伝いは，「○○」の１件のみ

であり，例外的なことであった。

亡Ｐ１の深夜労働は，編集者であることから必然的に行っていたもので

はなく，亡Ｐ１の選択した仕事のスタイルである。

亡Ｐ１は，週刊○○編集課在籍中，先輩で同じα８大学出身者のＰ９に

誘われ，競馬を趣味とするようになった。亡Ｐ１は，同じく競馬を趣味と
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する数人の仲間（ライター，カメラマンも含む。）と，「馬会」と呼ぶ会

を作り，金曜日に馬の枠順が決まると，会員が自分が勝つと思った馬と枠

を書いて週刊○○編集部に送ってくるのをとりまとめ，集計表を作るなど

の作業も引き受けていた。このことは，週刊○○編集部における業務が，

亡Ｐ１にとって過重なものでなかったことを端的に示しているほか，亡Ｐ

１は職場で上記のような集計表作成作業を行っていたのであり，亡Ｐ１が

タイムカードに記載した実労働時間数が会社滞在時間よりもある程度短い

のも，このような時間を適正に実労働時間から除外して申告したからに他

ならない。

イ インターネット企画グループ在籍中の亡Ｐ１の業務について

デジタル○○における亡Ｐ１の業務は，週刊○○編集部における業務よ

りも多様であったが，デジタル○○は，平成８年４月に配信を開始したば

かりの小規模な媒体であり，担当者（マネージャー，編集，企画すべてを

含む。）の総人数が４人であったことからも裏付けられるとおり，一つ一

つの業務の絶対量はごく少ないものであった。そして，デジタル○○も，

リクルートが出版していた多くの就職情報誌同様，求人広告がメイン，編

集記事は従という位置付けであった。しかも，Ｐ２というデジタル○○の

責任者が存在したのであるから，デジタル○○のメンバーの中で最も席次

が下の亡Ｐ１が，デジタル○○の業績を上げる責任を負わされていたなど

ということはあり得ない。なお，原告らは，デジタル○○のメンバーがい

ずれも他の業務との兼任であったと主張するが，Ｐ２はデジタル○○を主

に担当しており，原告らの主張によっても，デジタル○○はリクルートに

とって極めて重要な媒体であったというのであるから，そのデジタル○○

が軌道に乗る前に，従前から責任者であったＰ２マネージャーをデジタル

○○に関与できない状態にするなどという不合理な人事をリクルートが行

うとは到底思われない。また，Ｐ７については，平成８年６月からはデジ
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タル○○を主に行うようになったのであり，Ｐ８についてもデジタル○○

の業務を主に行っていたものである。

亡Ｐ１は，デジタル○○に係る業務を行っていた期間の時間外労働時間

数が，月８０時間を大きく下回っており，かつ，平成８年８月９日から同

月１８日までは１０日間連続の休暇を取得し，同年４月２７日から同年５

月６日にも連続して休暇を取得し，同年５月１１日以降の週末は，同年６

月８日を除いてすべて２日間の休日が確保され，唯一週休２日が確保され

なかった同月８日の週末も，翌９日は休んでいる。また，亡Ｐ１は，この

時期に，自ら積極的に新しい編集企画を次々と提案し，必ずしも公私の区

別のはっきりしない友人・知人との交際や食事にも時間をかけていた。亡

Ｐ１は，業務と全く無関係な競馬予想プログラムを特集するムック「○

○」の制作に協力し，同年８月２３日（土曜日）には当該ムック関係のイ

ンタビューまで行っているのである。このように，亡Ｐ１のデジタル○○

における業務は，何ら過重なものではなかったのである。

原告らは，亡Ｐ１が求人広告データ更新作業も業務として行っていた旨

主張するが，求人広告データの更新作業を行っていたのはＰ８であって亡

Ｐ１ではなかった。

原告らは，デジタル○○がリクルートにとって極めて重要な商品であり，

亡Ｐ１に重圧が掛かっていた旨主張するが，リクルートがデジタル○○の

創刊準備の担当者としたのは，Ｐ２ほか５名，準備期間は平成７年１１月

から平成８年３月末の約５か月であり，同年４月以降の担当者は，Ｐ２ほ

か３名であった。リクルートは，本来，営業企画と編集企画で大きく部門

を分けており，同じ雑誌に携わっていても，営業か編集課で属する部門が

違い，編集であれば，編集企画室の中に，各種雑誌ごとにチームがあると

いう組織構成であったが，デジタル○○については，インターネット媒体

がまだメディアとして小さく，編集企画室に別途デジタル○○用のグルー
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プを設けるまでもないとの判断がされ，編集担当も含め，全員，企画室に

属する「インターネット企画グループ」に所属することとされた。売上げ

の面から見ても，平成８年度におけるデジタル○○の求人広告売上げは，

雑誌媒体売上の１００分の１程度であった。これらの客観的な諸事実から

みれば，デジタル○○が，リクルートにとって，絶対に失敗を許さない大

事業であったのではなく，ある意味，試験的なものであったと評価するの

が相当というべきである。

( ) 亡Ｐ１のくも膜下出血に対する同人の基礎疾患の影響について4

本件疾病は，脳動脈瘤の破裂によるくも膜下出血であるところ，亡Ｐ１は

脳動脈瘤を形成する疾病である多発性嚢胞腎を既往症として有していたこと

からみて，その発症は，既往症である常染色体優性遺伝多発性嚢胞腎に起因

して形成された脳動脈瘤が破裂したものと考えられる。

すなわち，嚢状脳動脈瘤は，脳動脈中膜平滑筋層の部分的欠損という先天

的因子に，動脈硬化，血圧，血行力学的因子等の後天的因子が関与して発生

するものと考えられているところ，多発性嚢胞腎にり患していることは，そ

れ自体，血管の脆弱性が存在することを示すものであり，多発性嚢胞腎患者

には，高い割合で脳動脈瘤が合併する。そして，脳動脈瘤の破裂の確率は一

般的にも決して低いものではなく，多発性嚢胞腎に合併した脳動脈瘤の場合，

高い割合で，かつ若年で破裂するとされている。

そして，亡Ｐ１は，多発性嚢胞腎にり患しており，実父も腎嚢胞性疾患で

あり，その母（亡Ｐ１の祖母）も３８歳で脳溢血で死亡している。また，亡

Ｐ１は，腎機能の低下が始まりつつあり，それに先行して高血圧が生じてい

た。上記のように，高い割合で脳動脈瘤を合併し，高い割合で，かつ若年で

それが破裂するとされる多発性嚢胞腎にり患した亡Ｐ１が，２９歳という一

般の脳動脈瘤では考えられない若さで脳動脈瘤破裂により死亡しているので

あるから，亡Ｐ１の脳動脈瘤破裂によるくも膜下出血は，多発性嚢胞腎によ
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り発症したものと考えるのが合理的である。

( ) まとめ5

以上のとおり，亡Ｐ１の本件疾病の発症が業務に起因するものということ

はできず，本件不支給処分が適法であるのは明白である。

第３ 当裁判所の判断

１ 認定事実

前記第２の１の前提となる事実並びに証拠（甲４ないし８，甲１０の８，１

３，１４，１７ないし１９，２２，２３，２５，３１，３４，４０，４３，５

７及び６１，１１ないし２１，２３ないし３０，３１の１ないし３，３２の１

ないし３，３３の１ないし１３０，３４，３５，３７の１ないし４，３８，４

２，４５ないし５６，５７の８，１４，１８，２１，２２，２４ないし２８，

３１，３５ないし４０，４７，６４ないし７１，７３，７４，７７ないし７９，

８２，８９，９０，９２，９３，９６ないし９８，１０１ないし１１９，１２

１及び１２２，５９，６０，６１の１ないし４，６２の２，６３，６４，６５

の１ないし６，６６ないし８０，８１の１及び２，８２，８３の１ないし２の

２，８４の１ないし３，８５の１ないし５，８６の１ないし３，８７の１ない

し３，８８の１ないし３，８９の１ないし４，９０の１ないし６，９１の１な

いし４，９２の１ないし５，９３の１及び２，９４の１及び２，９５の１ない

し３，９６の１及び２，９７の１及び２，９８の１ないし３，９９の１及び２，

１００，１０１，１０２，１０３の１ないし８，１０４の１ないし３，１０５，

１０６の１ないし３，１１０ないし１３１，１３２の１及び２，１３３ないし

１８０，乙１ないし６，７の１ないし４，８ないし１０，１１の１及び２，１

２の１ないし５，１３ないし２１，２２の１ないし５，２３の１ないし３，２

４ないし２７，２８の１ないし７，２９の１ないし５，３０の１ないし２７，

３１の１ないし１３，３２ないし５０）及び弁論の全趣旨によれば，次の事実

を認めることができる。
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( ) 亡Ｐ１について1

ア 亡Ｐ１の経歴

亡Ｐ１は，平成４年３月，α８大学を卒業し，同年４月，リクルートに

入社した。亡Ｐ１は，同月，就職情報誌事業編集企画室○○編集課（なお，

後に同課は商品プロデュース事業部編集企画室所属となっている。以下，

いずれの所属の場合も合わせて「○○編集課」という。）に配属され，リ

クルートＳＪ首都圏統括部α９営業部α１０営業所における約３か月の営

業研修を経て，同年６月３０日付けで，求人情報誌「週刊○○」編集部員

として同誌の編集業務に携わるようになった。

その後，亡Ｐ１は，平成８年４月１日，商品プロデュース事業部企画室

インターネット企画グループ（以下「インターネット企画グループ」とい

う。）に兼任発令され，「週刊○○」関連の残務処理や引継ぎを経て，同

年５月８日から，インターネット上の就職情報サイトである「デジタル○

○」（以下「デジタル○○」という。）の企画編集制作を担当するように

なった。

イ 亡Ｐ１の健康状態，既往症及び家族歴

(ア) 健康診断結果

亡Ｐ１は，平成３年９月から平成８年７月までの間に，合計６回の健

康診断を受けており，そのうち，血圧及び脂質（総コレステロール，Ｈ

ＤＬコレステロール，中性脂肪）について，以下のとおり，Ｃ（要生活

注意）ないしＤ（要再検査）の診断を受けたことがあった。同健康診断

の判定結果においては，Ａ（正常），Ｂ（ほぼ正常），Ｃ（要生活注

意），Ｄ（要再検査），Ｅ（要精密検査），Ｆ（要医療），Ｇ（受診

中）の６種類に分類されており，Ｃ（要生活注意）は，「軽度の異常を

認めます。改善するよう日常生活に注意し，年１回または不調時に再検

査を受けてください。」，Ｄ（要再検査）は，「異常がありますので再
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検査を受け，病気の有無を確かめてください。」というものであった。

なお，Ｅ（要精密検査）は「異常がありますので，受診してより専門的

な検査を受けてください。」，Ｆ（要医療）は，「治療が必要です。受

診し，医師の指示を受けてください。」というものであった。

そして，上記健康診断においては，血圧について，正常域が収縮期血

圧１４０ｍｍＨｇ以下かつ拡張期血圧９０ｍｍＨｇ以下，境界域が収縮

期血圧１６０ｍｍＨｇ以下かつ拡張期血圧９５ｍｍＨｇ以下，高血圧域

が収縮期血圧が１６０ｍｍＨｇを超えるか又は拡張期血圧が９５ｍｍＨ

ｇを超えるものとされており，亡Ｐ１の血圧は，収縮期血圧は正常域又

は正常域を僅かに超えるものであり，拡張期血圧は概ね境界域又は境界

域を僅かに超えるものであった。また，上記健康診断において，脂質に

ついて，総コレステロールの基準値は１２０～２２０ｍｇ／ｄｌ，中性

脂肪の基準値は４０～１７０ｍｇ／ｄｌとされており，亡Ｐ１の脂質は

各基準値内又はこれを僅かに超えるものにすぎなかった。

（血圧）

（収縮期血圧）（拡張期血圧）

（いずれもｍｍＨｇ）

平成３年９月 ９日 診断Ａ １３８ ８８

平成４年７月１６日 診断Ｄ １回目 １４８ １００

２回目 １３０ ９２

平成４年９月 ２日 診断Ｃ １回目 １４０ ９２

２回目 １３０ ９２

平成５年８月２５日 診断Ｄ １回目 １３０ ９６

２回目 １３４ １００

平成６年８月２４日 診断Ｄ １回目 １４０ ９６

２回目 １４２ １０４
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平成７年７月２４日 診断Ｃ １回目 １４０ ９０

２回目 １３０ ９０

平成８年７月１９日 診断Ｄ １回目 １３６ ９８

２回目 １４０ ９８

（脂質）

（総コレステロール）（中性脂肪）

（いずれもｍｇ／ｄｌ）

平成３年９月 ９日 診断Ｂ ２２０ １８４

平成４年７月１６日 診断Ａ ２１２ １０５

平成５年８月２５日 診断Ｄ ２６１ １０４

平成６年８月２４日 診断Ｃ ２３６ １５６

平成７年７月２４日 診断Ｃ ２２７ １９０

平成８年７月１９日 診断Ｄ ２３５ １３３

(イ) 医療機関に受診していた経過

亡Ｐ１は，平成７年１０月２３日，α１１眼科に傷病名「近視，眼精

疲労及び表層角膜炎」で受診した。

また，亡Ｐ１は，平成８年３月１４日を初診として同年３月に２回，

α１２病院に傷病名「急性胃腸炎及び血尿」で受診している。

さらに，亡Ｐ１は，平成８年３月２１日を初診として同年３月に２回，

同年４月に２回，α１総合病院に傷病名「多房性腎嚢胞及び慢性腎孟腎

炎」等で受診している。

(ウ) 家族歴について

亡Ｐ１の父（原告Ｐ１０。昭和▲年▲月▲日生）は，２９歳時に高血

圧で検査入院した後，脂肪肝で３回程度入院し，昭和６３年１２月から

平成９年３月まで入院加療していた。４４歳ころから心臓，肝臓が悪く，

腎機能の低下があり，平成元年ころ腎嚢胞が判明し，平成８年２月から
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透析を継続し，同年８月には障害等級２級の認定を受け，障害基礎年金

を受給している。

なお，亡Ｐ１の父方の祖母は，脳溢血のため３８歳で死亡している。

(エ) 亡Ｐ１の既往症

亡Ｐ１は，常染色体優性多発性嚢胞腎にり患していた。

亡Ｐ１は，平成８年２月中旬から排尿障害，排尿困難のない無症

候性の肉眼的血尿が断続的にみられるとして，同年３月２１日，α

１総合病院泌尿器科を受診し，その際の超音波検査及び同年４月５

日実施のＣＴスキャンにより，両側腎に大小多数の嚢胞が認められ，

多房性腎嚢胞の診断を受けた。なお，初診時の傷病名は「多房性腎嚢

胞」であるが，検査等の結果及び家族歴から，多発性嚢胞腎を発症して

いたものと診断される。受診時，血尿はごく軽度であり，腎機能は正

常範囲で，腎嚢胞以外の特段の異常は認められなかったため，三，

四か月に１度の通院による経過観察を行うこととされ，特段の治療

は施されなかった。ＣＴフィルム上も，正常腎組織が見られること

から，腎機能は比較的正常に近いと考えられる。

健康診断及び受診の結果によると，亡Ｐ１のクレアチニン（血液

検査で分かる腎機能の指標で，腎機能が悪化すれば上昇する。）及

び血中尿素窒素（腎機能の悪化，消化管からの出血時に上昇す

る。）の数値は以下のとおりであり，ほぼ基準値の範囲内であった。

クレアチニン 血中尿素窒素

（いずれもｍｇ／ｄｌ）

平成３年９月 ９日（健康診断） １．１ １２．０

平成４年７月１６日（健康診断） １．０ １４．０

平成５年８月２５日（健康診断） １．１ １５．０

平成６年８月２４日（健康診断） １．１ １５．０
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平成７年７月２４日（健康診断） １．３ １４．４

平成８年３月２１日（α１総合病院）１．０ １４．９

平成８年７月１９日（健康診断） １．４ １６．５

（なお，クレアチニンの基準値は，健康診断では０．８～１．３ｍｇ

／ｄｌ，α１総合病院では０．７～１．５ｍｇ／ｄｌ，血中尿素窒

素の基準値は，健康診断では８～２３ｍｇ／ｄｌ，α１総合病院で

は１０～２０ｍｇ／ｄｌである。クレアチニン値は，筋肉量に比例

するところ，同一人で筋肉量が余り変わらず，クレアチニン測定方

法が同一であるとしたら，数値が１．０から１．４になった場合，

腎機能は約７０パーセントに低下していると計算できる。）

( ) リクルートの業務概要等2

ア 会社概要等

リクルートは，求人広告を始めとする就職情報誌の発刊，その他の情報

の提供を主な業務としており，亡Ｐ１が所属していた事業部においては，

人材総合サービス事業として，人事採用に関する各種サービス，採用広報

メディアの企画発行，人材課題解決のためのトータルサービス，インター

ネットによるサービス，人材開発サービス等を行っていた。

○○編集課には，課長のＰ１１以下，亡Ｐ１を含めて常時７ないし１０

名の職員がいた。

インターネット企画グループには，グループマネージャーのＰ２以下，

Ｐ７，Ｐ８及び亡Ｐ１が所属していた。（甲４）

イ 所定労働時間等

(ア) 所定労働時間

就業規則第２章第６条では午前９時から午後５時３２分（休憩時間１

時間）とされている。

(イ) 所定休憩時間
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通常，午後零時から午後１時の１時間であった。

(ウ) 所定休日

年間１２６日を設定しており，土曜日，日曜日，祝際日，年末年始及

び夏期休日は基本的に休日となる。

(エ) リクルートにおける勤務時間管理等

リクルートにおいては，編集・営業部門の従業員は裁量労働制が採用

され，タイムカードによる勤務時間管理はされておらず，出勤表による

出勤管理が行われていたが，それ以外の従業員は，フレックスタイム制

により，タイムカードによる勤務時間管理が行われ，実労働時間は自己

申告及び上司の確認行為によって管理されていた。同社のフレックスタ

イム制では，１日の標準勤務時間は７時間３０分とされていた。

(オ) 亡Ｐ１の勤務時間管理等

亡Ｐ１は，週刊○○編集課在籍中は編集職にあって，裁量労働制の適

用を受け，タイムカードによる勤務時間管理はされていなかったが，平

成８年４月のインターネット企画グループへの異動後は，編集制作職と

して，コアタイムなしのフレックスタイム制の適用を受け，タイムカー

ドによる勤務時間の管理がされていた。

( ) 亡Ｐ１の業務3

ア ○○編集課在籍中の亡Ｐ１の業務

(ア) 編集業務

ａ 週刊○○は，転職者のための求人情報誌であり，誌面は大きく，記

事部分と求人広告部分に分かれており，○○編集課は記事部分及び表

紙，目次等の作成を担当し，求人広告部分は営業部門等が担当してい

た。

ｂ 週刊○○の記事部分には，各号ごとの特集で大きいものから順に第

１特集（１２ないし１５頁程度またはそれ以上），第２特集（６ない
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し１０頁程度），第３特集（四，五頁程度），第４特集のほか，１頁

の特集記事であるトピックス，各号に連載されるレギュラー記事（一，

二頁程度）があり，各編集者は，これらの記事を分担して編集業務に

当たっていた。

亡Ｐ１は，配属１年目に初めて第４特集記事を担当して以降，配

属２年目の平成５年発行号掲載のものでは第１特集４本，第２特集

６本等合計２２本の特集記事を，平成６年発行号掲載のものでは第

１特集５本，第２特集９本等合計１９本の特集記事を，平成７年発

行号掲載のものでは第１特集７本，第２特集８本等合計２８本の特

集記事を，平成８年発行号掲載のものでは，死亡する同年８月まで

の間に，第１特集３本，第２特集２本等合計７本の特集記事を担当

した。中でも，平成８年３月２１日発行号は，週刊○○のリニュー

アル号であったところ，亡Ｐ１は，その第１特集記事（「世紀末サ

ラリーマン生き残りの条件」）を担当した。

また，リクルートでは，各特集記事につき，読者からの支持率を

調査し，これを編集者ごとの一覧表にして，各編集者に配布してい

たところ，平成４年半ばから平成８年にかけての全編集者の平均支

持率が２２．７であるのに対し，亡Ｐ１の支持率は２５．４であっ

た。

ｃ 編集業務の内容

編集業務の具体的な流れを編集者を主体として記述すると，以下の

とおりとなる。

① 入稿の３ないし５か月前に，２０ないし３０本程度の特集企画案

を準備し，レジュメを作成し，３か月に１回，ブレスト（ブレイン

ストーミング）会議でプレゼンテーションを行う。編集者ごとに，

第１特集から第３特集及びレギュラー記事をどのように，何ページ
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分担当するのかが決められる。

② 採用された企画案につき，取材先と構成案を準備し，入稿の七，

八週間前に，企画会議で発表する。会議で出た意見を受けて，規格

を再構成する。

③ ライターやカメラマンとの面談か電話で打ち合わせを行い，企画

の趣旨を伝える。

④ 取材先に取材申込みをし，ライターやカメラマンを手配する。

⑤ 取材先に関する資料を収集し，取材内容を検討する。

例えば，映画監督のインタビューの場合，代表作をビデオ店で借

りて見たり，休日に大宅壮一文庫（雑誌の図書館）に行き，過去の

インタビュー記事を探して読むなどすることがある。

⑥ インタビューを行う。編集者がライターに同行する場合も，編集

者又はライターのみで行う場合もある。なお，亡Ｐ１は，ほとんど

の取材に同行しており，平成８年３月２１日発行号の特集記事

（「世紀末サラリーマン生き残りの条件」）のために行われた２０

名以上に対するインタビューでは，そのうち１４名程度に対するも

のを亡Ｐ１自身が行った。

⑦ ライターと記事内容のポイントを確認し，ライターが作成した原

稿をチェックする。編集者自身が原稿を作成することも，頻度は少

ないがあり，ライターが作成した原稿を編集者が直すこともある。

また，記事に関連するグラフや表などは，ライターに任せる場合

もあれば，編集者が準備することもある。亡Ｐ１は，自分で行うこ

とがあった。

⑧ 最終原稿の行数を手作業で数える。

⑨ 大まかなデザインを作成し，デザイナーに依頼する。

⑩ 写植会社（α１３（ＲＣＰ））に入稿（紙面の作成のため，各頁



- 50 -

のレイアウト，原稿，使用する写真等の素材を交付すること）する。

⑪ 校正刷り（ゲラ）のチェックをする。訂正が入ると，編集者がデ

ザイン変更をすることもあった。

⑫ 色校正のチェックをする。

⑬ 取材先等に雑誌を送付する。

⑭ 経費・原稿料等を精算する。

なお，編集記事の総量は，平成四，五年ころには１２０頁程度あっ

たものが大幅に減り始めており，バブル崩壊の影響により，平成６年

ころには４０頁程度になった。それに伴い，編集のための予算も，１

号当たり１２００万円程度から，最終的に２４０万円程度に下がった。

このような変化のため，○○編集課の編集者も１０人ないし１２人か

ら８人程度にまで減ったが，各編集者ごとの負担も軽くはなった。

ｄ 編集業務の割当

○○編集課において，編集者ごとの業務の分担は，副編集長が編集

長と協議した上，キャリアや力量に応じて，不公正，不平等のないよ

うに決定し，ブレスト会議において，各編集者の担当する記事及びペ

ージ数を明らかにして，編集者ごとの公平を図っていた。

ｅ 営業担当者との関係

編集者は，企業に取材を行う際，交渉を円滑に進めるために，当該

企業を担当しているリクルートの窓口である営業担当者に連絡をする

ことがあった。

(イ) 編集業務以外の業務

○○編集課の従業員は，上記の編集業務のほか，付随業務として，様

々な業務を分担しており，亡Ｐ１は，平成４年７月から平成６年３月ま

で，進行業務を担当したほか，平成６年７月から平成７年９月まで，表

紙業務を担当した。
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進行業務は，編集記事全体のスケジュール管理をする仕事であり，細

かい気を遣う作業ではあるが，業務にかかる時間は，１週間に二，三時

間程度であった。同業務は，編集業務全体の工程を理解するという趣旨

で，亡Ｐ１以前から新人が担当することとされており，亡Ｐ１より遅く

平成６年４月に○○編集課に異動してきたＰ１２も，亡Ｐ１から進行業

務を引き継いで担当した。

また，表紙業務は，雑誌の顔の製作という点でミスがないよう気を遣

う仕事ではあるが，カメラマンが撮影した写真をパソコンで割り付け，

各編集者の作成したタイトル案を入力する等の作業を行うもので，業務

にかかる時間は，１週間に二，三時間程度であった。なお，当時，週刊

○○の表紙には著名人のイラストを利用していたが，その肖像権の関係

は，イラストの人物が誌面のインタビュー記事の相手であったことから，

インタビュー担当の編集者等がイラスト作成の了解を得ており，表紙業

務の担当者が肖像権に配慮する必要はなかった。

このような付随業務の分担は，ローテーションが組まれ，担当に偏り

がないよう配慮されていた。

(ウ) 他の編集者の手伝い

亡Ｐ１は，リクルートの発行する雑誌「○○」の平成６年４月６日発

行号で，カメラマンのロバート・キャパについて特集する際，写真家に

造詣が深かったため，○○編集部から協力の依頼を受け，○○編集課の

Ｐ１３編集長の了解の下，これに協力した。

また，編集者は，各自の得意分野について他の編集者から相談を受け

て情報提供をすることは日常的にあるところ，亡Ｐ１は，幅広い分野の

知識を有し，インターネットにも相当の理解があったので，本やウェブ

サイトを他の編集者に教示するなどしていた。

イ インターネット企画グループ在籍中の亡Ｐ１の業務
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(ア) デジタル○○配信開始の背景等

平成六，七年ころから，インターネットが普及し始め，インターネッ

ト上に求人広告を掲載する企業が現れ始めた。デジタル○○は，既存メ

ディアで取り込めなかった「ネット親和性の高い読者層」の獲得を最大

の目的としつつ，インターネット上の求人情報提供に対するユーザーの

要望の高まりとインターネットによる求人に他社も本格的に着手してい

る状況から，その動きに遅れることなくリクルートにおいてマーケット

のリーダーシップを取る必要性があったこと等を背景ないし目的として，

平成８年４月に配信が開始された。

デジタル○○の立ち上げは，平成７年１０月ころから始まり，平成８

年１月以降，商品プロデュース事業部編集企画室ないし同事業部企画室

所属のＰ２，Ｐ８及びＰ１４（亡Ｐ１の前任者。）が中心となって暫定

的なチームを編成して行われた。役割分担としては，Ｐ１４が編集業務

全般の企画（各特集の内容や，画面の設計，検索の仕組みや流れの考案

等）を行い，Ｐ８がその企画のシステム化作業を担当し，Ｐ２がそれら

を統括していた。

(イ) 亡Ｐ１への業務の引継ぎ

亡Ｐ１は，Ｐ１４の後任として，デジタル○○の編集業務を担当する

ことになり，平成８年４月に入ってから，業務の引継ぎを受けた。Ｐ１

４は同年５月初めころまでデジタル○○の業務を担当していたところ，

同人は，「デジタル○○での業務は，『転職ノウハウ集』，『コーヒー

ブレイク』の記事のさしかえ程度であり，この記事も前述のとおり紙媒

体のストック記事からのうつしかえで，その画面作りに関しても，外部

のデザイン会社に委託していたので，若干の手直しがある程度で，アッ

プロードするための準備業務として週１時間くらいあれば出来る業務で

した」と述べている。また，亡Ｐ１は，インターネットを使用して業務
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を行うのは初めてであった。

亡Ｐ１は，同年５月７日ころ，インターネット企画グループに着任し

た。

(ウ) インターネット企画グループの構成

インターネット企画グループでは，デジタル○○の担当者として，前

記のとおり，Ｐ２，Ｐ８及びＰ７がいた。Ｐ７は，デジタル○○の商品

企画（商品（広告）の値付け，販売促進のためのパンフレット等の作成，

広告収入の管理，広告・宣伝のプランニング，商品企画の改善・リニュ

ーアル等）を担当していた。同人は，平成８年４月及び同年５月当時は，

兼任していたテクノロジー○○誌の業務を主として行っていたが，同年

６月以降は，インターネット企画グループでのデジタル○○の業務を主

として行うようになった。また，Ｐ８は，エンジニアとして，デジタル

○○のコンピューター面での技術的サポート全般（サーバーの整備，求

人広告のアップロード，画面の修正作業等）を担当し，それと共に，新

卒者向けのインターネットサービスの企画業務を兼任していた。

(エ) 亡Ｐ１の具体的業務内容

亡Ｐ１は，インターネット企画グループに異動後も，編集業務につい

ては週刊○○在籍中と基本的に同様の業務を行っていたほか，それによ

り作成した記事等の更新業務を行っていた。なお，デジタル○○掲載記

事のうち，後記ｄのセブントピックス，ウィークリーコラム及び特集記

事は，亡Ｐ１が立ち上げたものであり，その他にも，亡Ｐ１は，デジタ

ル○○の扉画面に求人トピックスを社数限定で掲載する企画を提案した

り，アンケート企画についての提案を上司から求められたりしていた。

平成８年８月当時，デジタル○○には，企業情報・仕事情報のページ

と，編集記事のページ（ストック記事，キャリアカウンセリング，レギ

ュラー記事及び特集記事）があった。各ページの制作・更新状況（デジ
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タル○○は，毎週木曜日の朝，テストサーバーの画面を，実際のホーム

ページに反映させる形で更新されていた。）は以下のとおりである。

ａ 企業情報・仕事情報のページ

デジタル○○に掲載されている企業情報・仕事情報のコーナー

であり，毎週更新される。掲載企業は２００社ほどで，前週に受け

た求人広告を，α１３社（ＲＣＰ）が下請け入力し，Ｐ８が同社から

フロッピーディスクの形で納品された掲載企業のデータについて，新

たにリンクを開始する企業のＵＲＬ，新たにメールアドレスを公開す

る企業のアドレス，企業名の読み仮名等のチェックをし，毎週水曜日

中に，テストサーバーにアップロードする。データをインターネット

の画面上に反映させる更新作業は３０分程度である。

ｂ ストック記事（「適正診断テスト」，「転職なんでも相談室」，

「転職オールガイド」，「応募レジュメサンプル集」，「転職の達人

講座」があった。）

固定されて更新のない記事であり，亡Ｐ１が担当する業務はなかっ

た。また，ストック記事に類するものとして，アメリカの漫画サイト

へのリンクページや６か月ごとに更新されるプレゼントコーナー（応

募者がアンケートに回答する代わりに抽選でプレゼントを贈るもの）

があったが，リンク先のページの更新についてリクルートに特に必要

な業務はなく，アンケートも内容が当初から決まっていたので，これ

らについても亡Ｐ１が担当する業務はなかった。

ｃ キャリアカウンセリング

個人利用者からの転職相談を個別に行うコーナーであり，利用者か

らの週２０ないし３０件のメールを編集担当者が受領して，内容を確

認し，株式会社リクルート人材センターへ転送して，同社が外部カウ

ンセラーにデータを送付し，後日，編集担当者がカウンセラーからの
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回答を同社を経て受領し，回答内容を確認した上で利用者に転送する

というものであった。

ｄ レギュラー記事（編集記事）

リクルートの発行している雑誌の編集記事をそのまま転載するもの

（「エンジニアのための技術講座」，「吉野美佳のインターネット大

作戦」）と，デジタル○○独自の編集記事とがある。

前者の更新は，各編集部から受領した記事データを，既存のフォー

マットにコピーするだけの作業である。

後者は，亡Ｐ１が立ち上げたもので，その中に，①セブントピック

ス，②Ｗｅｅｋｌｙコラム及び③特集記事という編集記事があった。

亡Ｐ１は，毎週木曜日に，翌週分の編集記事の企画・立案（既に数か

月単位で大まかな内容は上司の了解を得ており，その候補の中から，

どれをどのように採り上げるのか，企画の素案を作り，取材先・ライ

ターを選定する。）を行い，翌金曜日にＰ２との一，二時間程度の打

ち合わせをして内容を決定すると，直ちに企業等への取材及びライタ

ーへの依頼を行い，翌週火曜日までに自身で原稿を作成するか，ライ

ターに依頼した原稿の収集，内容のチェック及び修正指示等を済ませ，

文字数や表組みの修正，写真や図表の調整等の原稿内容全般の編集・

確認作業を経て，水曜日に，完成した記事をインターネット上のテス

ト画面に反映し，入稿していた。各記事の具体的内容は以下のとおり

である。

① セブントピックス

毎週７つのトピックスを，ニュース等から採り上げ，コメントを

付して掲載する編集記事で，原稿の作成は外部のライターに依頼し

ていた。

② Ｗｅｅｋｌｙコラム
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コンピューター関係のイベントを紹介するページで，毎週更新す

る。亡Ｐ１は，毎週木曜日か金曜日に展示会等の取材を行い，その

日のうちに１０００字程度の記事を作成していた。

Ｗｅｅｋｌｙコラムは，亡Ｐ１が平成８年７月ころに提案して始

まった編集記事であり，亡Ｐ１が担当したのは同年８月８日，同月

２２日，同月２９日掲載の３回分のみであった。

③ 特集記事

亡Ｐ１は，Ｗｅｅｋｌｙコラムと共に，特集記事の執筆にも当た

っていた。亡Ｐ１は，平成８年６月２０日に１回目の特集記事を掲

載し，その後，同年７月２５日，同年８月２２日に新しい記事に更

新して，合計３本の記事を掲載した。

編集記事（企業情報・仕事情報以外のデータ部分）のインターネット

画面への反映は，作成した原稿をインターネット用のフォーマットの上

にパソコンを使ってはめ込んで（カットアンドペースト），サーバーへ

ファイル転送を行うという作業であり，大体１時間半程度で終了するも

のである。もっとも，テストサーバー上に掲載した時点で，文字化けや

行ずれが生じる場合があり，画面上でその確認をして修正を行う必要が

あった。

また，Ｗｅｅｋｌｙコラム及び特集記事は，亡Ｐ１が自身で撮影した

写真を貼付したり，文字の色や大きさ，全体の配置等のレイアウト作業

が比較的自由に行えるものであり，亡Ｐ１は，仕事の完成度へのこだわ

りから，細部に至るまでレイアウトの調整に時間を掛ける傾向があった。

(オ) パソコンスキルについて

デジタル○○の業務に必要なパソコンスキルは，クラリスワークス等

の表計算及びワープロソフトを操作できれば十分な初級者レベルであっ

た。亡Ｐ１は，Ｐ１４からインターネットやＨＴＭＬ言語のレクチャー
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を受けており，デジタル○○で用いるＨＴＭＬが広い範囲のブラウザで

も読めるように最も基礎的な文法しか使っていなかったことから，習得

は困難ではなかったと考えられる。しかし，亡Ｐ１は，社外のインター

ネット等コンピューターによる通信技術の専門家であるＰ４から，コン

ピューターの技術やホームページ作成技術の指導を受けるなどして，当

初予定されていたＨＴＭＬの技術を超える，極めて高度な表現技術を利

用していた。

ウ 亡Ｐ１の仕事ぶりに対する関係者の評価

(ア) Ｐ１３（週刊○○編集長）

２年目に初めて特集記事を持つというのは平均的ではあるが，亡Ｐ１

は，編集者としての資質があり，非常にいい記事を作る，立ち上がりの

早い編集者であった。記事の割当については公平を考えており，亡Ｐ１

だけが多いことはなく，リニューアル号の第１特集を任された際も，力

は入っていたと思うが，それが恒常的に続いていたということはなく，

過重な負担であったとは思わない。

編集者として力を付けてくれば，そういった（第１特集を平成６年に

５本担当していたのが，平成７年には７本になるなど。）企画を任せる

ということはある。亡Ｐ１は本当に優秀な編集者だったので，３年目以

降第１特集を段階的に増やしていったが，他の編集者とのバランスを考

えていた。

亡Ｐ１はこだわりの強いタイプであり，納得するまではやり続けるタ

イプであったので，深夜の労働について，少しコントロールするよう何

回か話した。

亡Ｐ１は，３０分から１時間くらい電話をすることがよくあるなど，

比較的電話が長い方であったが，編集者はライターやカメラマンとコミ

ュニケーションを取ることも重要な仕事なので，そのことを注意したこ
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とはない。

(イ) Ｐ１４（亡Ｐ１の前任者）

亡Ｐ１は確かに働きすぎだったと思う。亡Ｐ１が平成８年３月ころに

体調を壊していたことも気になる。彼の行っていた仕事が原因の一つに

はなっていると思うが，その仕事が会社から言われてやったというより

は，自分の意思でやりすぎてしまったと思う。編集の仕事は手を抜こう

と思えばそれなりにできるものだが，彼は決してそのようなことはなか

ったのだと思う。

(ウ) Ｐ７（亡Ｐ１の同僚）

平成８年５月以前は他部署との兼任であったので，詳しくは分からな

いが，同年６月以降については，亡Ｐ１は，記事を作ってアップロード

を行うというルーティンワークは慣れているという印象があった。仕事

に関してはすごくこだわりが強く，完成度を追求する人，又，能力が高

い人だと思った。亡Ｐ１が精神的に追いつめられていたという印象はな

いし，むしろとても楽しそうに前向きに考えていた人であった。

(エ) Ｐ２（グループマネージャー）

パソコンスキルとしては，基本操作はマニュアルを見れば２～３時間

でできるが，その応用にあっては１時間くらい勉強をすれば大体の操作

はこなせるようになる。亡Ｐ１は，Ｐ１４からレクチャーを受け，短期

間で習得していた。また，パソコン操作技術関連業務はＰ８の担当であ

った。

デジタル○○では，アップロード前の水曜日が一番忙しいが，最終

チェックは午後６時から８時くらいの間に終了し，よほどの事がない

限り，修正はない。しかし，亡Ｐ１は，自分の仕事に対する完成度の

高さを求めるタイプで，その後も文字の配列や画面のレイアウト，色

遣い等を考えていたようである。
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エ デジタル○○の業績

デジタル○○の掲載広告は営業部が受け付けるが，その価格は，４週間

単位の掲載１件につき４０万円程度であった。週刊○○が年間２５０億円

の売上げがあったのに対し，デジタル○○の１年目の売上げは２億円程度

であった。

平成８年６月時点で，売上件数が減少傾向にあるなどしていたことから，

ヒット件数を上げるために，編集メニューの工夫，新たなコーナーの設置

等が議論されていた。

( ) 発症日以前６か月間の亡Ｐ１の就労状況4

ア 亡Ｐ１の平成８年２月２７日から同年８月２４日までの各月において，

証拠上認められる労働時間は，同年２月２７日から同年３月２７日までは

別表３の総労働時間数及び時間外労働時間数のとおりで，同年３月２８日

から同年８月２４日までは別表３の総労働時間数及び時間外労働時間数に

それぞれ５時間を加えたとおりである（この認定が相当であることについ

ては，後記２( )のとおりである。）。すなわち，発症前１か月目（平成2

８年７月２６日から同年８月２４日まで）の総労働時間は１６７時間

２２分，時間外労働時間は３９時間２２分，発症前２か月目（平成８

年６月２６日から同年７月２５日まで）の総労働時間は２４３時間３

２分，時間外労働時間は６７時間３２分，発症前３か月目（平成８年

５月２７日から同年６月２５日まで）の総労働時間は２５９時間４４

分，時間外労働時間は８３時間４４分，発症前４か月目（平成８年４月

２７日から同年５月２６日まで）の総労働時間は１４７時間３０分，時

間外労働時間は２５時間３０分，発症前５か月目（平成８年３月２８日

から同年４月２６日まで）の総労働時間は２４７時間２０分，時間外

労働時間は７１時間２０分，発症前６か月目（平成８年２月２７日か

ら同年３月２７日まで）の総労働時間は２１７時間３０分，時間外労
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働時間は５０時間３０分であった。

なお，亡Ｐ１のくも膜下出血が発症した当日は日曜日，前日は土曜日で

あり，発症から約２週間前の平成８年８月９日から同月１８日までの１０

日間は，亡Ｐ１は夏期休暇（有給休暇を含む。）を取得していた。

イ リクルートにおいては，編集・営業部門職員は裁量労働制が適用され，

出勤表により勤怠管理が行われており，それ以外の職員は，フレックスタ

イム制が適用され，タイムカードにより勤怠管理が行われていた。亡Ｐ１

は，平成８年３月までは，○○編集課所属の編集職員として出勤表による

管理を受けていたが，同年４月以降，インターネット企画グループ所属の

編集制作職員として，タイムカードによる管理を受けていた。

出勤表（乙２８の１ないし７）は，従業員が，出勤日の出勤確認欄に押

印をし，深夜労働時間を記入する形式になっている。

タイムカード（乙２９の１ないし５）は，従業員が，打刻機により出社

及び退社の時刻を打刻するようになっており，打刻忘れの場合には，所属

上司の確認を受けて，従業員自身が時刻を記入していた。また，タイムカ

ードには平日の実労働時間，深夜労働時間を自己申告する欄があり，末尾

には，労働基準法上の労働時間制限を遵守するための労働時間（年間上限

遵守のための月平均労働時間及び月間上限労働時間）が印字されていた。

亡Ｐ１は，他の多くの社員と同様，３０分単位で実労働時間及び深夜労働

時間を記入しており，それらについて，毎月末に，タイムカードを上司で

あるグループマネージャーのＰ２に提出してチェックを受けていた。

ウ リクルートでは，長時間労働の存在が問題視されており，上司が部下に

早く帰宅するよう促すことがあった。

他方，リクルートの人事部職員は，同社における実労働時間の申告状況

について，「基本的には，労働時間の過少申告が多いくらいで，もう少し

幅広く申告しても良いくらい」である旨述べている。亡Ｐ１の同僚であっ
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たＰ１５も，タイムカードの実労働時間及び深夜残業の申告の部分を，１

か月に１回，上司に提出する直前にまとめて記載しており，その際，上司

の強制等はなかったものの，注意を受けるのを避けたいという気持ちもあ

って，タイムカードに印字されている月間上限労働時間を超えないように

意識して記載していた旨を述べている。

( ) 亡Ｐ１のくも膜下出血の発症前の状況5

ア 亡Ｐ１は，平成８年８月１日，ライターのＰ６と喫茶店で打ち合わせを

したが，その際，顔が曇って元気がなさそうな様子であり，話し始めて５

分ほどすると，席を立って，１０分から１５分くらいトイレに入って出て

来なかった。そして，トイレから出たときも，顔が青白く，大量の汗をか

いて，調子が悪い様子であった。

イ 亡Ｐ１は，平成８年８月９日から夏季休暇を取得し，その日ころから地

元の北海道に帰省して，学生時代の友人と会うなどした。同月１１日には，

友人のＰ１６と夕食を共にしたが，その際，亡Ｐ１は，顔色が青白く，顔

がむくんでいて，普段ならビール程度を注文するのに全く酒を飲まず，頭

痛を訴えて食事も進まない様子であり，その日の日中には，同女の母と電

話で話した際に，頭痛と吐き気を訴えていた。そして，同月１１日か１２

日から母である原告Ｐ３の住む旭川の実家に宿泊し，同月１３日の夜には，

同じく友人のＰ１７と会ったが，その際，「頭が痛い。」，「風邪をひい

たのかな。今日の昼間はずっと床に入っていた。」，「熱はないんだけれ

ど。」などと話していた。

ウ 亡Ｐ１は，平成８年８月１５日帰京し，同月１６日の夜にＰ４及び同人

の会社のスタッフと夕食を共にしたが，その際も体調が悪い様子で，頭痛

や吐き気を訴えていた。

エ 亡Ｐ１は，死亡の１週間前ころ，元同僚のＰ１８と電話で話をしたが，

その際，「頭痛がする。」，「仕事がとにかく忙しい，疲れている。」な
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どと話していた。

オ 亡Ｐ１は，平成８年８月２４日，当時，Ｐ４の会社で企画した競馬関係

の特集本の取材に同席するため，ライターのＰ１９と会ったが，その際，

「朝から調子が悪くて。」などと言っていた。

( ) 発症当日の経緯6

亡Ｐ１は，平成８年８月２５日（日曜日）午前１０時ころ，自宅で朝食

を摂った後，身体を動かしたところ，めまい，吐き気等の症状が現れたため，

自ら救急車を要請し，東京都大田区内のα１総合病院に救急搬送された。そ

の際，亡Ｐ１には，意識障害が認められたほか，ＣＴスキャンでくも膜下出

血が認められ，脳血管撮影が施行される予定であったが，その前に再度くも

膜下出血を起こし，心肺停止となり，▲月▲日午前２時ころ，死亡した。

( ) 本件疾病等に関する医学的知見7

ア くも膜下出血

くも膜下出血（ＳＡＨ）とは，頭蓋内血管の破綻により，脳や脊髄のく

も膜下腔内に出血を来す疾患の総称である。

主な原因としては，脳動脈瘤，脳動静脈奇形が挙げられ，このうち，嚢

状脳動脈瘤の破裂は，非外傷性くも膜下出血の原因の７０パーセント以上

を占める。嚢状動脈瘤によるくも膜下出血の好発年齢は，４０～６０歳代

である。

亡Ｐ１のくも膜下出血は，脳動脈瘤の破裂によるものであると考えられ

る。

イ 脳動脈瘤及びその発生・破裂

(ア) 脳動脈瘤とは，脳動脈が嚢状あるいは紡錘状に拡大したものをいう。

(イ) 脳動脈瘤の発生・破裂

ａ 脳動脈瘤の成因について，先天的発生説，後天的発生説，その両者

を原因とする説が唱えられてきたが，現在は，先天性素因の上に後天
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的因子が加わって発生するものと考えるのが多数説である。すなわち，

脳動脈瘤のほとんどを占める嚢状動脈瘤の原因は不明であるが，血管

分岐部の先天性中膜筋欠損と内弾性板の断裂に，血圧と血流の負荷が

加わって嚢状に膨らんでできるという説が強い。

ｂ 脳動脈瘤が発生した場合の未破裂動脈瘤の治療については，根治手

術を行いくも膜下出血を予防する目的でこれを積極的に行う考えと，

未破裂動脈瘤の破裂の確率が低いとして手術に慎重な考えとがある。

一般的には，脳神経麻痺等の圧迫症状を呈している症候性動脈瘤の場

合には，動脈瘤頸部クリッピング等の外科的治療が積極的に行われ，

無症候であっても，クリッピングや血管内手術による動脈瘤塞栓術等

による根治治療を行うことが多い。本人や家族の希望，年齢，治療の

難易度等を考慮した上で，治療をしない場合もある。

ｃ 脳動脈瘤の破裂の原因としては，血行力学的因子，加齢等による動脈

瘤壁の脆弱化がある。精神的・肉体的ストレスは，血圧を上昇させ，血

圧変動を起こりやすくさせる。

ｄ 脳動脈瘤破裂の発症前の症状

脳動脈瘤破裂によるくも膜下出血の場合，それに前駆する頭痛が，発

症の４ないし２０日前において約４分の１の患者に認められ，頭痛以外

の視覚障害，吐き気・嘔吐等の警告サインを含めると，脳動脈瘤の破裂

による出血に前駆する種々の警告サインが約５０～７０パーセントの高

頻度で現れる。頭痛は警告サインの中で最も重要であり，頭痛の出現か

ら大出血までの期間は約７５パーセントが１か月以内，約５５パーセン

トが１４日以内であったとのデータが報告されている。

ウ 常染色体性優性多発性嚢胞腎（ＡＤＰＫＤ。以下「多発性嚢胞腎」と

いう。）

(ア) 多発性嚢胞腎は，ＰＫＤ遺伝子変異により両側腎臓に多数の嚢胞が
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進行性に発生・増大し，腎臓以外の種々の臓器にも障害が生じる遺伝性

疾患（遺伝形式は常染色体性優性遺伝型だが，突然変異による家族歴の

ない症例もある。）である。原因遺伝子としてＰＫＤ１及びＰＫＤ２が

同定され，ＰＫＤ３の存在も予測されている。腎臓の構成単位であるネ

フロンの尿細管の一部に嚢胞が形成され，通常は経年的に嚢胞の拡張及

び嚢胞数の増加により腎機能は低下する。

厚生労働省特定疾患対策研究事業・進行性腎障害調査研究班による常

染色体性優性多発性嚢胞腎診療ガイドラインによれば，多発性嚢胞腎の

重症度分類では，血清クレアチニン値によって以下のように判定され

（５度を最高とする。），頭蓋内出血の既往があるもの，頭蓋内動脈瘤

があるもの，頭蓋内動脈瘤の手術を受けたもの等の場合，重症度を１度

進めるものとされている。

１度 ２ｍｇ／ｄｌ未満

２度 ２ｍｇ／ｄｌ以上～５ｍｇ／ｄｌ未満

３度 ５ｍｇ／ｄｌ以上～８ｍｇ／ｄｌ未満

４度 非透析で，８ｍｇ／ｄｌ以上

５度 透析を導入，又は腎移植を受けているもの

治療方針としては，一般的に，腎機能悪化因子である高血圧に対する

降圧治療，同因子である尿路感染症に対する腎摘除術，透析の導入及び

腎移植がある。患者の約８パーセントに頭蓋内出血の既往があり，一般

人より約３倍有意に高い頻度であることから，脳外科受診を勧め，３０

歳以上の場合又は３０歳以下でも家族歴がある場合等にはＭＲＡ（磁気

共鳴血管造影法）による頭蓋内動脈瘤の検索が望まれ，頭蓋内出血の危

険因子である高血圧の治療を十分に行うとされている。

(イ) 多発性嚢胞腎と脳動脈瘤の発生・破裂

ａ 多発性嚢胞腎患者の場合，剖検結果では２２．５パーセントの患者
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に，ＭＲ血管造影では１０パーセントないし１１．７パーセントの患

者に，それぞれ頭蓋内動脈瘤が観察され，その頻度は検査方法や対象

患者の選択方法等で異なるが，諸家によって，０～４１パーセントと

報告されている。最近の検出方法の進歩により，多発性嚢胞腎患者の

約１０パーセントに頭蓋内動脈瘤が発見されると考えられ，これは一

般人における頻度（１～７パーセント）より高い。

ｂ 多発性嚢胞腎患者の約８パーセントに頭蓋内出血の既往がある。一

般人の頭蓋内出血を既往に持つ頻度は６０～６９歳で３．４パーセン

トであり，同年齢層の多発性嚢胞腎患者では１０．６パーセントであ

るので，約３倍ほど有意に高い頻度である。多発性嚢胞腎患者の頭蓋

内出血の既往を有する頻度は，４０歳以下では１．９パーセントであ

るが，加齢と共に上昇する。

(ウ) 多発性嚢胞腎と高血圧

多発性嚢胞腎患者の約６０パーセントに高血圧があるが，腎機能の良

好なグループでは高血圧の頻度は低い。ただし，高血圧の初発年齢が平

均２９歳であるのに対し，腎機能障害が出る年齢は平均４７歳であり，

腎機能が正常でも高血圧の可能性がある。

高血圧の原因に腎機能の低下による体内への過剰な 貯留，体液貯Na

留以外に，レニン－アンギオテンシン系（生物が海水の環境から，陸上

・淡水の環境に住むに伴い，体内に を保持する必要が生じ，そのたNa

めに発達したホルモンの中心的ネットワークの一つ。人類が，食塩を過

剰に摂取できるようになり，逆に高血圧発症の原因としても作用してい

ると考えられている。）が関与していると考えられている

( ) 亡Ｐ１の本件疾病等の発症に関する医師等の意見8

ア α１４大学医学部泌尿器科Ｐ２０医師の見解（乙１４，４０）

多発性嚢胞腎患者は，頭蓋内動脈瘤及び頭蓋内出血の発生頻度が一般人
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よりも高く，血管病変（ ）が有意に多く認められる。また，dolichoectasia

約６０パーセントに高血圧があるが，腎機能の良好なグループでは高血圧

の頻度は低い。

亡Ｐ１のくも膜下出血は，多発性嚢胞腎に起因する，脳動脈瘤，更に血

管病変（ ）が関与していたことが推察される。亡Ｐ１の高血dolichoectasia

圧については，腎機能の低下による体液貯留及び腎臓の嚢胞による腎血管

の圧迫がレニン・アンギオテンシン系を介して高血圧を引き起こすという

機序が働いていたと考えられるところ，更に本態性高血圧，内分泌疾患に

よる二次性高血圧等の背景があったかもしれないが不明である。高血圧が，

くも膜下出血の危険因子になっていたと考えられるが，高血圧の程度は軽

度であるので，くも膜下出血への寄与の程度は明らかではない。

多発性嚢胞腎患者において，腎機能の低下が初期段階であり，血圧値も

軽度高血圧程度にとどまっている場合において，脳動脈瘤が合併している

こと，この場合に脳動脈瘤破裂を生じること及びその脳動脈瘤が３０歳未

満の若年のうちに破裂してしまうことは，いずれも珍しくない。

イ 医療法人α１５外科脳神経外科Ｐ２１医師の意見（乙１５）

くも膜下出血は，基礎となる血管病変及び脳動脈瘤等の基礎的病変が長

年の生活の中で形成され，それが徐々に進行して増悪する自然経過をたど

り発症する。また，常染色体優性多発性嚢胞腎がある場合，脳動脈瘤の存

在は常識的となっており，頭蓋内血管病態及び脳動脈瘤の発生頻度は４１

パーセントという高度の発症率と報告されている。多発性嚢胞腎の患者の

場合，多発性嚢胞腎や脳動脈瘤が家族的に発症し，若年者ほど脳動脈瘤が

破裂しやすい。

本症は，常染色体優性多発性嚢胞腎が認められ，脳動脈瘤を併発し，自

然増悪により，平成８年８月２５日に脳動脈瘤が破裂したものと考えられ

る。勤務状況が詳細に調査，記録されている参考資料及び新認定基準を対
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照して検討したが，業務により本件疾病が発症した可能性はない。

ウ α１６労災病院Ｐ２２医師の意見（乙１８）

一般に，ほとんどの脳動脈瘤は，先天性の原因によるものと考えられて

おり，その他に細菌性，梅毒性及び動脈硬化性動脈瘤のような後天的原因

によるものがまれにある。先天性由来の脳動脈瘤は嚢状又は奬果状をして

いるのに対し，その他の脳動脈瘤は紡錘状に拡張していることが多い。こ

のうち，破裂するのは嚢状のもので，紡錘状のものは破裂することは少な

い。したがって，本件においても，脳動脈瘤は嚢状のものであったと推認

される。

嚢状脳動脈瘤の形成原因としては多数知られるが，血管分岐部や他の脆

弱な動脈壁に数年から数十年持続的に動脈圧がかかることによって形成さ

れることが多いとされる。脳動脈瘤の破裂によるくも膜下出血の発症の年

齢分布としては４０歳から５９歳までが全症例のおよそ５５パーセントを

占めていることからも分かるとおり，多くの症例においては加齢による脳

動脈の変化と長年にわたる血流による動脈壁への持続的なストレスが発症

の原因となっていると考えられる。

これに対し，亡Ｐ１は２９歳という若年齢で脳動脈瘤の破裂によるくも

膜下出血を発症していたことに鑑みると，同人の脳動脈瘤の形成原因は，

血管の加齢と長期間の血流ストレスを前提とする他の多くの症例と同視す

ることはできず，特に脳動脈瘤の発症を生じやすい先天的ないし後天的な

原因があったものと推認すべきである。しかるところ，亡Ｐ１には多発性

嚢胞腎の既往があるというのであり，多発性嚢胞腎の場合に脳動脈瘤が家

族的に発生し，かつ多発性であることは一般的に知られているところであ

るから，亡Ｐ１の脳動脈瘤は多発性嚢胞腎に起因する合併症であった可能

性が極めて高く，同人のくも膜下出血はその脳動脈瘤の破裂によるもので

あると推認される。そして，亡Ｐ１の発症直前及びその前１週間以内に特
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に過重な業務上の負荷が認められるとは思われず，しかも，平成８年８月

９日から同月１８日まで１０日間の長期休暇を取得している状況を併せ考

えれば，亡Ｐ１のくも膜下出血が業務に起因するものと認めることは困難

である。

エ α１７総合病院院長Ｐ２３医師の見解（乙３２，４１）

亡Ｐ１のくも膜下出血は脳動脈瘤の破裂によるものであり，脳動静脈奇

形及び血管病変（ ）からの出血は否定できる。dolichoectasia

多発性嚢胞腎患者では，一般人口に比して，脳動脈瘤の合併頻度が相当

に高い。他方，脳動脈瘤の発生機序は，脳底部に分布するウィリス動脈輪

を形成する動脈に，広範な脳動脈の中膜筋層の欠損や内弾性板の断裂が生

じ，その部分を覆う内膜肥厚がないか不十分な場合に脳動脈瘤が形成され

るというものである。中膜筋層の欠損は内膜筋細胞の壊死によって起こる

が，それは加齢，絶え間ない血流の血管壁への衝突による内皮細胞の損傷，

血管の栄養血管の閉塞及びそれによる血管壁内の代謝障害が関与している

と考えられる。また，内弾性板の断裂は，血管壁に激突する血流の圧力に

よって引き起こされるが，弾性繊維の強靱さには先天的な個人差があり，

多発性嚢胞腎等の遺伝性疾患では，弾性繊維及び血管壁等の先天性脆弱性

が確認されており，このような疾患を有する人では内弾性板の断裂は，容

易かつ激しく起こる。脳動脈瘤の発生は，このように多くの事象が関与し

ており，これら因子の全てあるいは幾つかが１か所に重なって起こり，そ

の部分で動脈壁の抗張力の減弱が限界値を超えるという条件が満たされな

いと脳動脈瘤は発生しない。これらの先天的，後天的因子がどの程度の比

率で脳動脈瘤の発生に関与しているのかは個人個人で異なるであろうし，

その程度を計り知ることはできないのである。

亡Ｐ１は，４年来，境界型高血圧又は高値正常血圧を示していたが，こ

の程度の軽い高血圧が４年程度続いたとしても，脳動脈瘤が発生すること
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はなく，亡Ｐ１の先天的な脳血管の脆弱性がなければ発生し得なかった。

なお，亡Ｐ１の高血圧について，亡Ｐ１のような２０歳代という若い年

齢層では，職務上の過労やストレスでは高血圧が引き起こされることがな

いか，極めて希有であると考えられ，一方，多発性嚢胞腎の患者では，腎

機能低下によるＮａ貯留と，嚢胞の腎血管圧迫を介してのレニン・アンギ

オテンシン系の関与で６０パーセントの高率に高血圧が合併・発症するこ

とが知られている。これらをみれば，亡Ｐ１の高血圧は，同人の多発性嚢

胞腎の合併症であると判断されるべきである。

脳動脈瘤の発生，増大，破裂は，加齢，脳動脈硬化，動脈壁の脆弱化と

血流による血行力学的な影響により進行する延長線上にあるものであり，

動脈瘤壁の修復反応といったプロセスの存在することは否定しないが，以

下のような，脳動脈瘤の年間の破裂率を１パーセント，１．６パーセント，

１．９パーセントとして試算した場合の１０年ごとの累積的な破裂可能性

に鑑みても，多くの脳動脈瘤は時間の経過と共に増大して自然経過の中で

破裂に至り得る。

破裂率 １パーセント １．６パーセント １．９パーセント

２５～３５才 １０パーセント １６パーセント １９パーセント

３６～４５才 ２０パーセント ３２パーセント ３８パーセント

４６～５５才 ３０パーセント ４８パーセント ５７パーセント

５６～６５才 ４０パーセント ６４パーセント ７６パーセント

６６～７５才 ５０パーセント ８０パーセント ９５パーセント

脳動脈瘤一般の破裂率で計算しても，その確率は決して低いとはいえな

いのであるから，多発性嚢胞腎の患者に合併した脳動脈瘤が自然経過の中

で破裂するものではなく，何らかの誘因が作用しなければ破裂することは

少ないということは到底できない。

むしろ，多発性嚢胞腎の場合，遺伝子の異常により細胞と細胞，細胞と
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基 質 組 織 の 結 合 形 成 力 が 貧 弱 で あ り ， 脳 動 脈 瘤 や 血 管 病 変

（ ）が多発することから，血管壁の先天的脆弱性があることdolichoectasia

は疑いがない。したがって，多発性嚢胞腎の患者に併発する脳動脈瘤は破

裂しやすく，かつ若年で破裂しやすいと推定され，諸研究でも同様の報告

がされている。

亡Ｐ１の祖母は，３８歳で脳溢血により死亡しており，多発性嚢胞腎に

起因するくも膜下出血による死亡であった可能性が否定できず，そうであ

るとすると，亡Ｐ１の多発性嚢胞腎も，同様に脳動脈瘤を発生し，かつそ

の動脈瘤も若年で破裂しやすいという典型的な合併症をもたらしやすいタ

イプに属していた可能性が否定できない。

平成８年４月から８月までの亡Ｐ１の平日の平均在宅時間は８時間３５

分ないし１１時間４０分であり，この他に土曜日，日曜日，休日について

は概ね休んでいると認められる。また，同人の時間外労働時間は２３時間

３０分ないし５５時間である。これらによると，亡Ｐ１が業務により十分

な睡眠時間が取れなかったり，脳血管障害を引き起こす程に過多な業務に

従事していたとは認められない。

本件は，多発性嚢胞腎という遺伝的疾患を持っていた亡Ｐ１に血管壁の

先天的脆弱性のため脳動脈瘤が形成され，また，その脆弱性のため，比較

的早期に破裂するに至ったために生じたものと，医学的に判断せざるを得

ない。

オ α１８大学医学部泌尿器科Ｐ２４医師の意見（乙３９）

多発性嚢胞腎での脳動脈瘤の頻度は約１０パーセントと，一般人と比べ

て四，五倍高いといわれ，治療指針でも，脳動脈瘤スクリーニング目的の

当部ＭＲアンギオグラフィが多発性嚢胞腎と診断された場合の必須の検査

とされている。亡Ｐ１は，多発性嚢胞腎を合併していたことから，同人の

脳動脈瘤は多発性嚢胞腎に伴うものである可能性が極めて高い。
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社団法人日本脳神経外科学会のホームページによれば，未破裂脳動脈瘤

が見つかり治療的介入を行わない場合，１０年間で約１０～３０パーセン

トにくも膜下出血が起こると考えられている。日本脳ドック学会の脳ドッ

クのガイドラインでは，未破裂脳動脈瘤は無症候性の小型の病変から巨大

脳動脈瘤まで臨床的に特徴が大きく異なる病変を含んでいるため，それら

をひとまとめにした破裂率を単に比較することは無意味である。巨大脳動

脈瘤を除く無症候性未破裂脳動脈瘤を対象とすると，現在，その破裂率に

関してエビデンスレベルの高い報告は存在しない。多くの報告からは，一

般的な（多発性嚢胞腎に合併した脳動脈瘤ではない）無症候性未破裂脳動

脈瘤全体としての破裂のリスクは年間０．５から１．９パーセントであり，

およそ１パーセントと推定される。

手術的治療を勧めるに際しては，手術による破裂予防効果が手術のリス

クを上回ることが前提となるが，現在のところ特定の患者の特定の脳動脈

瘤についてそれらを高い精度で推定するための情報は十分ではない。日本

脳ドック学会の上記ガイドラインでは，無症候性未破裂脳動脈瘤の破裂率

は年間１パーセント内外と推論され，破裂すればくも膜下出血患者の５０

パーセント以上は死亡するか高度の後遺症に陥ると考えられることから，

破裂を予防するための手術的治療の危険が５パーセント内外であれば，平

均余命が１０年以上の対象に手術的治療を考慮することは妥当としている。

多発性嚢胞腎での脳動脈瘤の頻度は，約１０パーセントと，多発性嚢胞

腎でない場合と比べて約四，五倍高いといわれ，８パーセントの患者にく

も膜下出血を生じる。これは，上記のように一般的な無症候性未破裂脳動

脈瘤全体としての破裂のリスクが１パーセントとされていることと比較す

ると，明らかに破裂のリスクは高い。多発性嚢胞腎では，家族歴がなけれ

ば約４２人に一人，家族歴があれば約１９人に一人が，動脈瘤の破裂によ

りくも膜下出血に至り，これは通常人口における発症率の約５倍である。
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多発性嚢胞腎の原因遺伝子であるＰＫＤ１及びＰＫＤ２の遺伝子産物で

あるｐｏｌｙｃｙｓｔｉｎ－１，ｐｏｌｙｃｙｓｔｉｎ－２は腎のみなら

ず，血管を始めユビキタスに多くの臓器に発現することから，血管の異常

が多発性嚢胞腎の異常としてクローズアップされており，同疾患自体が，

血管内皮の異常に伴う血管病であると考えることができる。

継続的な高血圧や一過性の血圧上昇が本件の脳動脈瘤破裂に関与してい

た可能性はゼロではないであろう。しかし，多発性嚢胞腎では通常の日常

生活をしていても脳動脈瘤が自然破裂することも多く，過重労働が脳動脈

瘤の破裂に関与した可能性が高いという根拠はない。

以上のように，多発性嚢胞腎に伴う脳動脈瘤は一般の脳動脈瘤よりも破

裂に至る頻度が高く，かつ若年者で破裂しやすい。また，多発性嚢胞腎は

血管病であるというデータが蓄積されつつある。したがって，本件も，自

然経過の中で多発性嚢胞腎に伴う脳動脈瘤が破裂したと考えるのが合理的

である。

カ α１９病院救急部部長兼脳神経外科副部長（平成１２年当時），α２０

整形外科病院副院長Ｐ２５医師の意見（甲１３５ないし１４０）

多発性嚢胞腎に脳動脈瘤が合併しやすいことは事実であるが，その頻度

は報告ごとに異なっており，脳動脈瘤が自然経過の中で必ずしも破裂する

ものではない。脳動脈瘤の破裂には，脳動脈瘤壁の脆弱化の進行と修復機

序の不全が重要な役割を担っており，これらの機序に対する血行力学的因

子の中で最も大きな影響を有する血圧の変化が重要である。

亡Ｐ１の脳動脈瘤及びその破裂が多発性嚢胞腎に起因するとはなし得な

い。

そして，亡Ｐ１の深夜帯を含む長時間労働は極めて不規則に行われ，良

質かつ十分な睡眠を得ることができないという生活上の影響と相まって，

血圧の日内変動に変調をもたらし，夜間の血圧の上昇を惹起し，脳動脈瘤
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壁の脆弱化を促進させると同時に，修復機序の抑制を通じて一段と障害的

に作用したと考えられ，また，デジタル○○の更新という業務が毎週定時

に遅延することなく行われなければならないという精神的緊張が血行力学

的負荷をさらに増大せしめたものと考えられ，亡Ｐ１の脳動脈瘤破裂によ

るくも膜下出血と業務との関わりは明白である。

キ α２１医科大学腎臓内科教授Ｐ２６医師の意見（甲１４２）

多発性嚢胞腎患者での脳動脈瘤合併頻度は，世界的な医療参考ウェブサ

イトであるＵｐＴｏＤａｔｅによると，若年者（６０歳未満）で４パーセ

ント，高齢者（６０歳以上）で１０パーセントである。くも膜下出血以外

の診断の目的で行われた脳血管撮影で偶然に発見された脳動脈瘤は５パー

セント程度の割合と報告されている。

亡Ｐ１がくも膜下出血を発症したのは２９歳であり，多発性嚢胞腎患者

の中でも脳動脈瘤破裂によるくも膜下出血を発症した年齢としてはより若

年であることが指摘できる。

動脈瘤のある患者の動脈瘤が破裂する危険因子には，喫煙，高血圧，ア

ルコール，家族歴，抗凝固薬使用などがある。その中でも最も重要な危険

因子が高血圧である。ここに指摘される高血圧は，高血圧値が長期間継続

する高血圧症とともに，一過性の血圧上昇をも含むものと理解できる。

また，ストレスや睡眠不足・過労などの負荷は，カテコールアミン分泌

や交感神経緊張などにより，一時的にあるいは継続的に血圧上昇をもたら

すことが知られている。長時間労働などの過重な労働が認められれば，ス

トレス，睡眠不足や蓄積した疲労などの負荷により，継続的な高血圧や一

時的な血圧上昇を介して，多発性嚢胞腎患者の脳動脈瘤破裂に関与してい

た可能性は非常に高い。

多発性嚢胞腎に罹患していることは，脳動脈瘤破裂によるくも膜下出血

の危険因子の一つであることは否定できないが，他の危険因子と同様，危
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険因子を有するからといって，脳動脈瘤を増悪させ，くも膜下出血を必ず

発症するものでもない。

多発性嚢胞腎患者においても，非多発性嚢胞腎患者と同様に，過重な労

働によるストレスや過労による負荷が，継続的ないしは一時的に血圧を上

昇させ，その結果，合併する脳動脈瘤の破裂に関与し，より破裂が起こり

やすくなることが認められる。

２ 争点に対する判断

( ) 労災保険法７条１項１号の「業務上の疾病」の意義について1

労働基準法及び労災保険法に基づく保険給付は，労働者の業務上の死亡に

ついて行われるが，業務上死亡した場合とは，労働者が業務に起因して死亡

した場合をいい，業務と死亡との間に相当因果関係があることが必要である

と解される（最高裁昭和５１年１１月１２日第二小法廷判決・裁判集民事１

１９号１８９頁参照）。

また，労働基準法及び労災保険法による労働者災害補償制度は，業務に内

在する各種の危険が現実化して労働者が死亡した場合に，使用者等に過失が

なくとも，その危険を負担して損失の補填の責任を負わせるべきであるとす

る危険責任の法理に基づくものであるから，上記にいう，業務と死亡との相

当因果関係の有無は，その死亡が当該業務に内在する危険が現実化したもの

と評価し得るか否かによって決せられるべきである。

そして，脳・心疾患発症の基礎となり得る素因又は疾病（以下「素因等」

という。）を有していた労働者が，脳・心疾患を発症する場合，様々な要因

が上記素因等に作用してこれを悪化させ，発症に至るという経過をたどると

いえるから，その素因等の程度及び他の危険因子との関係を踏まえ，医学的

知見に照らし，労働者が業務に従事することによって，その労働者の有する

素因等を自然の経過を超えて増悪させたと認められる場合には，その増悪は

当該業務に内在する危険が現実化したものとして業務との相当因果関係を肯
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定するのが相当である（最高裁平成９年４月２５日第三小法廷判決・裁判集

民事１８３号２９３頁，最高裁平成１２年７月１７日第一小法廷判決・裁判

集民事１９８号４６１頁参照）。

( ) 亡Ｐ１の従事した業務の量的過重性について2

ア 休憩時間

被告は，リクルートには，労働時間を過少申告する方針や風潮はなく，

編集業務の特殊性からも，亡Ｐ１の申告した実労働時間は基本的に信用で

きるというべきであるとして，拘束時間から亡Ｐ１の申告した実労働時間

を減じた時間を休憩時間とすべき旨主張する。

しかしながら，前記１( )認定のとおり，リクルートにおいては，法定4

労働時間をタイムカードに印字し，上司が部下に早い帰宅を促すなど，長

時間労働の存在が問題視されており，その範囲及び程度は不明であるもの

の，リクルートの人事部職員及び亡Ｐ１の同僚であったＰ１５の述べると

おり，労働時間の過少申告が行われていた実態があったといえる。

そして，亡Ｐ１は，くも膜下出血を発症した平成８年８月２５日の時点

で同月１９日から同月２３日までの１週間分の実労働時間等をタイムカー

ドに記入しておらず（前記１( )認定のとおり，亡Ｐ１は，タイムカード4

に実働時間数を自ら記入して申告していたところ，証拠（甲１８０，乙２

９の１ないし５）によれば，平成８年８月１９日から同月２３日までの実

労働時間数の筆跡は，それ以前の実働時間数の筆跡と明らかに異なってい

ることから，前記期間の実働時間数の記入は，亡Ｐ１が行ったものではな

く，本件疾病発症後にリクルートの担当者等により記入されたことが認め

られる。），少なくとも１週間分程度はタイムカードの一括記入を行って

いたと推認されるところ，その際，以下のとおり，タイムカード上，実労

働時間及び深夜労働時間の過少申告をしていたことが窺える。

（実労働時間）
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①平成４年１０月（甲１８０）

同月３０日の実労働時間が，１０時間から７時間に訂正され，１か

月の総労働時間が，ちょうど月間上限労働時間の２４４時間とされて

いる。

②平成５年６月（甲１８０）

同月３０日の拘束時間は１５時間５４分であるが，実労働時間が７

時間，１か月の総労働時間がちょうど月間上限労働時間の２３３時間

とされている。

③平成５年１１月（甲１８０）

同月３０日の拘束時間は１４時間３６分であるが，実労働時間が９

時間３０分，１か月の総労働時間が休日労働時間を含めてちょうど月

間上限労働時間の２３３時間とされている。

④平成６年３月（甲１８０）

同月３１日の拘束時間は１４時間１８分であるが，実労働時間が８

時間，１か月の総労働時間が休日労働時間を含めて月間上限労働時間

の２３４時間より３０分短い２３３時間３０分とされている。

⑤平成８年６月（乙２９の３）

同月２７日の拘束時間は１１時間４９分であるが，実労働時間が８

時間とされ，同月２８日の拘束時間は１４時間４２分であるが，実労

働時間は９時間とされ，１か月の総労働時間は月間上限労働時間の２

１６時間より１時間短い２１５時間とされている。

⑥平成８年７月（乙２９の４）

同月３０日の拘束時間は１２時間１３分であるが，実労働時間が５

時間とされ，同月３１日の拘束時間は１５時間１０分であるが，実労

働時間は５時間とされ，１か月の総労働時間は月間上限労働時間の２

２２時間とされている。
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（深夜労働時間（以下，深夜労働時間につき２０分以上の過少申告があ

る日を指摘する。））

①平成８年４月（深夜労働のある日は１１日，その旨の申告のある日は

９日である。乙２９の１）

同月１５日は，退社時刻が午前零時３分とされており，２時間０３

分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間の記載がない。

同月１７日は，退社時刻が午前零時４５分とされており，２時間４

５分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は２時間とされ

ている。

同月１８日は，退社時刻が午後１１時５０分とされており，１時間

５０分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は１時間３０

分とされている。

同月２３日は，退社時刻が午後１１時１６分とされており，１時間

１６分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間の記載がない。

②平成８年５月（深夜労働のある日は１３日，その旨の申告のある日は

１１日である。乙２９の２）

同月７日は，退社時刻が午前零時３６分とされており，２時間３６

分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は２時間とされて

いる。

同月１３日は，退社時刻が午前零時３５分とされており，２時間３

５分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は２時間とされ

ている。

同月１５日は，退社時刻が午前零時２４分とされており，２時間２

４分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は２時間とされ

ている。

同月１７日は，退社時刻が午前１時５５分とされており，３時間５
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５分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は３時間３０分

とされている。

同月２０日は，退社時刻が午後１１時２５分とされており，１時間

２５分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は１時間とさ

れている。

同月２１日は，退社時刻が午後１１時５９分とされており，１時間

５９分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は１時間３０

分とされている。

同月２３日は，退社時刻が午後１１時５１分とされており，１時間

５１分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は１時間３０

分とされている。

同月２９日は，退社時刻が午前零時１８分とされており，２時間１

８分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は２時間とされ

ている。

同月３１日は，退社時刻が午前１時２９分とされており，３時間２

９分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は３時間とされ

ている。

③平成８年６月（深夜労働のある日は１６日，その旨の申告のある日は

８日である。乙２９の３）

同月５日は，退社時刻が午前零時４８分とされており，２時間４８

分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は２時間とされて

いる。

同月７日は，退社時刻が午後零時２３分とされており，２時間２３

分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は２時間とされて

いる。

同月１２日は，退社時刻が午後１０時３８分とされており，３８分
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の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間の記載がない。

同月１３日は，退社時刻が午後２時３８分とされており，４時間３

８分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は３時間とされ

ている。

同月１８日は，退社時刻が午前零時４３分とされており，２時間４

３分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間の記載がない。

同月１９日は，退社時刻が午前４時２６分とされており，６時間２

６分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は５時間とされ

ている。

同月２０日は，退社時刻が午後１１時２６分とされており，１時

間２６分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間の記載が

ない。

同月２５日は，退社時刻が午後１１時５４分とされており，１時間

５４分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間の記載がない。

同月２６日は，退社時刻が午前２時１７分とされており，４時間１

７分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間の記載がない。

同月２７日は，退社時刻が午前零時２３分とされており，２時間２

３分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間の記載がない。

同月２８日は，退社時刻が午前零時３分とされており，２時間３分

の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間の記載がない。

④平成８年７月（深夜労働のある日は１５日，その旨の申告のある日は

９日である。乙２９の４）

同月３日は，退社時刻が午前５時とされており，７時間の深夜労働

があったことになるが，深夜労働時間は５時間とされている。

同月１０日は，退社時刻が午前５時とされており，７時間の深夜労

働があったことになるが，深夜労働時間は５時間とされている。
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同月１１日は，退社時刻が午後１０時３０分とされており，３０分

の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間の記載がない。

同月１５日は，退社時刻が午後１１時５１分ころとされており，約

１時間５１分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は１時

間とされている。

同月１６日は，退社時刻が午前零時２３分ころとされており，約２

時間２３分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は２時間

とされている。

同月１７日は，退社時刻が午前５時とされており，７時間の深夜労

働があったことになるが，深夜労働時間は５時間とされている。

同月１８日は，退社時刻が午後１０時４３分とされており，４３分

の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間の記載がない。

同月２３日は，退社時刻が午前零時３０分ころとされており，約２

時間３０分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は１時間

とされている。

同月２４日は，退社時刻が午前２時２０分とされており，４時間２

０分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は４時間とされ

ている。

同月２９日は，退社時刻が午前零時３５分とされており，２時間３

５分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間の記載がない。

同月３０日は，退社時刻が午前零時２１分ころとされており，約２

時間２１分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間の記載が

ない。

同月３１日は，退社時刻が午前３時３分ころとされており，約５時

間３分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間の記載がない。

⑤平成８年８月（深夜労働のある日は２日，その旨の申告のある日は２
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日である。乙２９の５）

同月２日は，退社時刻が午前零時２８分とされており，２時間２８

分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は２時間とされて

いる。

同月７日は，退社時刻が午前４時３６分とされており，６時間３６

分の深夜労働があったことになるが，深夜労働時間は６時間とされて

いる。

なお，深夜労働時間に関しては，亡Ｐ１が，午後１０時以降退社時刻ま

での時間を深夜労働時間として申告したのではなく，現実に業務を行った

時間（午前１０時以降退社時刻までの時間から現実に業務を行わなかった

時間を控除した時間）を申告したために，上記のように午後１０時以降退

社時刻までの時間と申告深夜労働時間に齟齬が生じているのではないかと

いう疑問があり得る。しかし，上記のとおり，その齟齬が数時間単位で生

じている日が相当数あるところ，深夜の時間帯にそれほどの時間を業務以

外のことに費やしながら在社するということは考え難い上，前記のとおり，

亡Ｐ１が少なくとも１週間程度はタイムカードの一括記入を行っていたと

推認され，そのため，亡Ｐ１が深夜労働時間数の申告の時点で，各日の深

夜労働時間を詳細に記憶ないし記録していたとも考え難いこと，亡Ｐ１は

実働時間数及び深夜時間数を３０分単位で申告し，３０分に満たない時間

数は切り捨てて申告していることからすれば，亡Ｐ１が，現実に業務を行

った深夜労働時間を申告していたとは認められず，むしろこれを過小に申

告していたというべきである。

また，平成４年４月から平成６年３月までのタイムカード（甲１８０）

において，概ね毎日休憩時間を１時間３０分ないし２時間３０分程度とし

て実働時間数を申告していたほか，平成８年４月，同年５月及び同年８月

（筆跡から亡Ｐ１自身が記入したと認められる同月１日から８日の部分に
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限る。）のタイムカード（乙２９の１，２及び５）において，概ね１日の

休憩時間を１時間ないし２時間３０分程度として実働時間数を申告し，後

者の期間においては，平均すると概ね２時間程度の休憩時間を取得してい

たことになる。平成８年４月，同年５月及び同年８月は，タイムカード上，

１か月の総労働時間が法定の月間上限労働時間に近接しておらず，各日の

拘束時間も１日１２時間を超えるような日は多くはない。他方，平成８年

６月及び７月は，１か月の総労働時間が法定の月間上限労働時間に近接し，

各日の拘束時間も１日１２時間を超える日が度々あるなど，業務がその前

後の期間より重くなっていることが窺えるにもかかわらず，亡Ｐ１は，１

日の休憩時間を概ね１時間３０分ないし３時間３０分，時には４時間とし

て，実働時間数を申告している。これは，前記平成４年４月から平成６年

３月，平成８年４月，同年５月及び同年８月のように，亡Ｐ１が休憩時間

を概ね２時間３０分程度を上限として実労働時間数を申告していたことに

照らすと，明らかに不自然であって，亡Ｐ１が，長時間労働の申告を嫌い，

休憩時間を実際より多くなるよう申告していたことが推認される。

この点，証拠（乙２７，３４）によれば，Ｐ１３は，「基本的に，編集

者というのはどこまでが仕事でどこまでがプライベートかという切り分け

の難しい仕事でもあります。例えば，道を歩いていて企画を考えたり，電

車の中で本を読んだり，会社の中で新聞を読んだり雑誌を読んだり，イン

ターネットでいろんなサイトを見たりと，そういったことも含めて，どこ

までが仕事，どこがプライベートということは，切り分けの難しい仕事で

すから，自己管理をして自分で仕事だと思えば申告をし，そうでないと思

えば申告をしないという，そこはかなり編集者に任せてはいました。」と

述べ，Ｐ２は，亡Ｐ１は，「長電話や雑談や夕食のための外出なども多く，

業務効率がお世辞にも良い方だとは言えない仕事ぶりでしたので，必然的

に会社での滞在時間が長くなってしまう面は多分にあったと思います。そ
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こで，Ｐ１君には，勤務時間としては，『滞在時間』ではなく『実働時

間』をつけるようにと言ったことがあります。」と述べていることからも，

上記両名の部下であった亡Ｐ１が，一般的に，労働時間を控え目に申告す

る傾向にあったことは十分に考え得るところである。

以上から，亡Ｐ１の労働時間を算出する上で，平成８年６月及び７月の

労働時間については，休憩時間が，それ以外の期間の休憩時間のおおよそ

の上限である２時間３０分を上回る日については，その前後の平均的な休

憩時間である２時間を休憩時間とすべきである。また，各日の実労働時間

の申告について，深夜労働時間同様に過少申告があると考え得るところ，

深夜労働時間の場合，深夜労働のある日の概ね半数以上に２０分から数時

間の過少申告が認められるので，実労働時間の場合も，１か月間に２０日

余りの出勤日のうち，少なくとも半数に３０分程度，すなわち１か月５時

間程度の過少申告があることが推認される。したがって，亡Ｐ１の平成８

年４月１日から同年８月２４日までの各月の労働時間のうち，証拠上認め

られる労働時間は，別表３の総労働時間数及び時間外労働時間数にそれぞ

れ５時間を加えたとおりであるというべきである。

イ 平成８年３月以前の労働時間

亡Ｐ１の平成８年３月以前の労働時間については，これを認定できる的

確な証拠がない。したがって，それ以外の期間の労働時間から合理的に推

認できる限度でのみ認定せざるを得ないところ，被告において認めている

別表２の亡Ｐ１の発症前６か月間の労働時間（始業から終業までの拘束時

間）のうち，発症前１か月目の総拘束時間数を出勤日数で除した１日当た

りの平均拘束時間数は約１２．４時間，同様に算出した発症前２か月目の

１日当たりの平均拘束時間数は約１２．６時間，発症前３か月目の１日当

たりの平均拘束時間数は約１３時間，発症前４か月目の１日当たりの平均

拘束時間数は約１１．７時間，発症前５か月目（タイムカードの記載のあ
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る，平成８年４月１日以降のみについて算出する。）の１日当たりの平均

拘束時間数は約１１．３時間である。そうすると，亡Ｐ１は，出勤日には，

拘束時間が最低でも１０時間はあり，前記のとおり，平成８年６月及び同

年７月以外は概ね２時間程度の休憩時間を取得していたものとするのが相

当である。よって，平成８年３月以前については，別表３のとおり，午後

零時に出勤し，午後８時まで，１日８時間の労働に従事したものと認める

のが相当である。

ウ 休日の労働時間

亡Ｐ１の休日の労働時間については，これを認定できる的確な証拠はな

く，特定の日の労働時間からこれを推認することも困難である。したがっ

て，当事者間に争いのない所定労働時間の範囲で労働に従事したものと認

定するほかない。

エ 平成８年７月１０日，同月３日，同年４月５日，同年３月１１日及び同

月１２日の労働時間

(ア) 同年７月１０日

タイムカード（乙２９の４）には，亡Ｐ１が退社時刻を午前５時とし

て記入しており，警備日誌（乙３０の２５）には，亡Ｐ１が徹夜勤務し

た旨の記載があるほか，証拠（甲３５）によれば，亡Ｐ１が同月１１日

午前５時１５分にメールを送信したことが認められる。原告らは，徹夜

勤務の記載を理由に早くとも終業時刻は午前５時３０分であるとして，

被告は，タイムカードに亡Ｐ１が自ら記入した時刻である午前５時を終

業時刻としてそれぞれ主張するところ，前記アのとおり，タイムカード

の深夜労働時間について亡Ｐ１の記入内容の正確性に疑問があり，これ

をことさらに過小に申告していたことに鑑み，タイムカードのみを根拠

として終業時刻を午前５時とするのは相当ではない。他方，警備日誌の

徹夜勤務との記載だけからは具体的な終業時刻が何ら明らかでなく，こ
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れを明確にする証拠もないことから，少なくとも亡Ｐ１がメール送信し

た時刻である午前５時１５分まで業務に従事したものと認定するのが相

当である。

(イ) 同年７月３日

タイムカード（乙２９の４）には，亡Ｐ１が退社時刻を午前５時とし

て記入しており，警備日誌（乙３０の２４）には，亡Ｐ１が午前６時に

退館した旨の記載がある。原告らは，警備日誌の退館時刻の１０分前の

午前５時５０分を終業時刻として主張し，被告は，タイムカードに亡Ｐ

１が自ら記入した時刻である午前５時を終業時刻として主張する。前記

のとおり，タイムカードの深夜労働時間について亡Ｐ１の記入内容の正

確性に疑問があり，退社時刻の記載についても過小に申告したものでは

ないかとの疑問の余地があり得るが，他方，亡Ｐ１が午前６時の退館時

刻まで何を行っていたかは全く不明であるといわざるを得ないので，少

なくとも亡Ｐ１が午前５時まで業務に従事したものと認める。

(ウ) 同年４月７日

警備日誌（乙３０の１５）には，亡Ｐ１が午後１１時３０分に退館し

た旨の記載があるところ，被告は，終業時刻は退館の３０分前の午後１

１時，始業時刻は同日の直前の所定労働日である同月５日の始業時刻の

午後零時，労働時間は１０時間と主張し，原告らも，労働時間は１０時

間と主張するので，当事者間に争いのない１０時間の労働時間があった

ものとする。

(エ) 同年４月５日

警備日誌（乙３０の１４）には，亡Ｐ１が午前４時３０分に退館した

旨の記載があるところ，原告らは，終業時刻は退館の１０分前の午前４

時２０分として主張し，被告は，終業時刻は退館の３０分前の午前４時

として主張している。この点，同日のタイムカードには打刻忘れのため
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亡Ｐ１が後日終業時刻を午前零時と記入しており，警備日誌の記載と齟

齬するため，タイムカードの終業時刻を採用することはできない。そこ

で，後記オのとおり，タイムカードの打刻時刻と警備日誌の退館時刻に

は，数分から多くとも１０分以内の差がある日が多いことから，終業時

刻は午前４時２０分と認める。

(オ) 同年３月２９日

出勤表（乙２８の７）には，亡Ｐ１が２時間の残業を行った旨の記載

があるところ，原告らは，深夜業務交通費伝票（乙３１の５）により亡

Ｐ１が深夜タクシーにより帰宅しており，亡Ｐ１の利用するα３線（α

４駅から同α５駅まで）は午前１時近くまで電車があるので，早くとも

終業時刻は午前１時であると主張する。しかしながら，亡Ｐ１が何時ま

で在社し，何を行っていたかは全く不明であるといわざるを得ないので，

終業時刻は午前零時と認める。

(カ) 同年３月１１日及び同月１２日

出勤表（乙２８の７）によれば，亡Ｐ１は，３月１１日（月曜日）及

び同月１２日（火曜日）に特別休暇（忌引き）を取得しているところ，

警備日誌（乙３０の１２）によれば，同月１１日には，亡Ｐ１は徹夜勤

務をしたものとされている。原告らは，警備日誌の徹夜勤務の記載は同

月１２日の誤記であるとして，同日の徹夜勤務があったものと主張し，

被告は，警備日誌どおりに同月１１日の徹夜勤務があったものと主張し

ているところ，２日間の労働時間の主張については当事者間に争いはな

いので，便宜，原告らの主張どおり，同月１２日に徹夜勤務があったも

のと認める。

オ タイムカードの正確性について

原告らは，タイムカードの退社時刻と警備日誌の退館時刻等の齟齬を

理由に，タイムカードの打刻時刻が不正確である旨主張する。
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なるほど，確かに，平成８年４月５日のタイムカードの退社時刻（打

刻忘れのため，亡Ｐ１が自ら記入している。）午前零時と警備日誌の退

館時刻午前４時３０分，同年７月３日のタイムカードの退社時刻（打刻

ミスのため，亡Ｐ１が自ら記入している。）午前５時と警備日誌の退館

時刻午前６時にはかなりの齟齬が認められ，同月１０日のタイムカード

には退社時刻午前５時（打刻ミスのため，亡Ｐ１が自ら記入してい

る。）とあるのに対し，同日の警備日誌には「徹夜」と記載されている

だけで退社時刻が何ら明らかでないといえる。しかしながら，他方，タ

イムカード及び警備日誌の双方に記録があるその余の日については，３

０分を上回るような大幅な齟齬があることは認めることはできず，むし

ろ，同年６月４日，同月１０日，同月１３日，同月１９日，同月２６日，

同年７月２４日，同年８月２１日については，数分から多くとも１０分

以内の齟齬に過ぎないのであって，タイムカード打刻後の退館時刻とし

て不自然なところはない。したがって，タイムカードの出社及び退社時

刻のうち，亡Ｐ１が自ら記入した部分については，疑問の余地があり得

るものの，打刻機による打刻時刻については，これを疑問とする理由は

ないというべきである。

カ 小括

以上によれば，本件において，タイムカード等の客観的資料に基づい

て証拠上明確に認められる亡Ｐ１の労働時間は，少なく見積もっても，

発症前１か月目（平成８年７月２６日から同年８月２４日まで）の総

労働時間は１６７時間２２分，時間外労働時間は３９時間２２分，発

症前２か月目（平成８年６月２６日から同年７月２５日まで）の総労

働時間は２４３時間３２分，時間外労働時間は６７時間３２分，発症

前３か月目（平成８年５月２７日から同年６月２５日まで）の総労働

時間は２５９時間４４分，時間外労働時間は８３時間４４分，発症前
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４か月目（平成８年４月２７日から同年５月２６日まで）の総労働時

間は１４７時間３０分，時間外労働時間は２５時間３０分，発症前５

か月目（平成８年３月２８日から同年４月２６日まで）の総労働時間

は１６７時間２２分，時間外労働時間は７１時間２０分，発症前６か

月目（平成８年２月２７日から同年３月２７日まで）の総労働時間は

２１７時間３０分，時間外労働時間は５０時間３０分となる。

キ もっとも，本件においては，上記の労働時間以外にも，亡Ｐ１が業務

に従事していたことが窺えるので，以下検討する。

(ア) タイムカードの出社及び退社時刻の手書き部分

タイムカード中には，打刻忘れや打刻ミスのため，亡Ｐ１が自ら出

社及び退社時刻を記入した部分があるところ，亡Ｐ１がそれらを概ね

３０分単位で記載していること及び前記のような深夜労働時間の過少

申告状況に鑑みると，亡Ｐ１が，出社及び退社時刻についても，実際

より労働時間が少なくなるよう申告している可能性がある。

(イ) 休日労働時間

証拠（①ないし⑤の括弧内に掲記のもの）によれば，以下の①～⑤

の日に，亡Ｐ１が，休日労働を行っていたこと，それにもかかわらず，

出勤表ないしタイムカード上その旨を申告していないことが認められ

る。

①平成８年２月１８日（甲１０の１４）

亡Ｐ１は，α４駅からα２２駅までの交通費を経費として精算

している。

②同年３月２日（甲１０の１８，１９，２２，２３）

亡Ｐ１は，飲食費２件及び取材協力費５件を経費として精算し

ている。

③同年３月３０日（甲１０の３１）
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亡Ｐ１は，飲食費を経費として精算している。

④同年４月６日（甲１０の４０）

亡Ｐ１は，「億万長者取材」として，交通費を経費として精算

している。

⑤同年４月２９日（乙３０の１７）

亡Ｐ１は，同日午後９時１０分に退館した旨警備日誌に記載さ

れている。

そして，証拠（乙２８の１～７，３０の１～２７）によれば，亡

Ｐ１自身が出勤表上休日労働の申告をしている日はほとんどなく，

タイムカード上これを申告している日は全くないところ，仮に上記

①ないし⑤以外に休日労働を行っていたとしても，記録には残らな

い。かえって，上記①ないし⑤のように，申告されない休日労働が

平成８年２月から同年４月の間に月一，二回の割合であり，これら

の期間が格別に繁忙であったと認めるべき証拠がないことからする

と，亡Ｐ１について他の月にも少なくとも同程度の休日労働があっ

たことが推認できるものといい得る。

(ウ) 持ち帰り残業の可能性

証拠（甲１００）によれば，亡Ｐ１の遺品のパソコン，フロッピ

ーディスク及びＭＯディスクの中に，業務に関係すると認められる

データが残されており，その作成及び変更日時が，記録上，深夜な

いし未明の時間帯であったり，休日（フロッピーディスク中に，平

成８年３月９日（土曜日），同年６月９日（日曜日），同年７月２

７日（土曜日），同年８月４日（日曜日）に作成及び変更されたデ

ータがある。）に該当したりすることが認められ，亡Ｐ１が平日の

深夜ないし未明や休日に自宅等で業務を行っていたことが推認でき

る。
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(エ) 以上のとおり，前記の労働時間以外にも，亡Ｐ１は業務に従事

しており，実際の労働時間はより長いものであったことが推認でき

るというべきである。

( ) 亡Ｐ１の従事した業務の質的過重性について3

ア 原告らは，亡Ｐ１が，リクルートの利益至上主義及びそれに基づく能力

主義・業績主義の人事制度の下，業務遂行に関して過大な重圧を受けてお

り，とりわけ，インターネット企画グループ在籍中は，周囲からの支援も

ない状況で，デジタル○○を短期間で利益が上がる商品として成功させる

べく，その企画，構成，内容，デザイン等あらゆる面において高い品質を

確保しなければならない重圧を受けていた旨主張し，被告は，これを否定

している。

イ そこで検討するに，Ｐ１５の陳述書（甲４５）によれば，リクルートに

は，創業時から，「社員皆経営者主義」という理念を掲げ，自ら経営者と

の気概を持って，機会を作り出し，自ら向上することを尊重する雰囲気が

存在し，そのため，従業員は，業務の負担が大きくても自ら削減を申し出

ることには消極的であり，仕事が減れば会社の自分に対する評価も下がる

として，実績主義・能力主義の下で進んで長時間労働をこなす傾向があっ

たというのであり，実際に，亡Ｐ１は，前記( )のとおり，相当の長時間2

労働に従事していたことが認められ，その状況も，別表３のとおり，日常

的に深夜，未明の時間帯に及ぶ不規則なものであった。前記１( )認定の3

とおり，リクルートでは，読者によるアンケートの集計結果を支持率とし

て算出し，これを編集者ごとの一覧表にして各編集者に配布するなどして

おり，亡Ｐ１の支持率は，全編集者の平均支持率よりも高いポイントであ

った。しかも，職場の複数の編集関係者が，亡Ｐ１は完成度にこだわりを

持って仕事をしており，○○編集課時代には入社後三，四年目にして他の

編集者の平均を上回る読者の支持率を集め，デジタル○○についていえば，
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インターネットの初心者でありながら，当初予定されていたＨＴＭＬの技

術を超える，極めて高度な表現技術を利用するようになっていた旨述べて

いることなども併せ考えると，編集業務に携わることを希望していた亡Ｐ

１は，実績主義・能力主義の下，自ら機会を作り，向上し，その希望を叶

えるべく，相当の努力を惜しまなかったこと，その意味で，亡Ｐ１は一定

程度の精神的負担を受けていたことは否定できないというべきである。

他方，前記１( )の認定事実及び証拠（乙６，２５）によれば，亡Ｐ１3

は，周囲から立ち上がりの早い編集者と評価され，デジタル○○の業務に

ついても楽しんで仕事をしていたというのであって，業務自体から過重な

精神的負荷を受けていたとまでは認められない。

ウ 被告は，週刊○○編集課在籍中の亡Ｐ１の業務については，週刊○○の

編集スケジュールが通常の週刊誌より緩やかであること，編集者ごとの記

事の割り当てが他の編集者と平等にされていること，亡Ｐ１の深夜労働は

亡Ｐ１の選択した仕事のスタイルであること，亡Ｐ１は仲間と競馬の趣味

の会を作り，職場で集計表を作成していたことを根拠に，亡Ｐ１の業務が

過重ではなかった旨主張する。

しかしながら，業務の過重性は編集スケジュールの繁閑のみならず，担

当記事の数等によっても左右されるものであり，前記１( )認定のとおり，3

週刊○○編集課における記事の割り当てはキャリア等に応じて平等に配分

されていたというのであって，亡Ｐ１の能力が評価されるのに比例して割

り当てが増加していたことが認められるのであるから，いずれも業務が過

重ではなかったことの根拠とはならない。また，亡Ｐ１の深夜労働は，自

身で選択したものではあるものの，そうであるからといって，亡Ｐ１が現

実に従事した業務の過重性が否定される理由となるものではない。さらに，

亡Ｐ１が競馬の趣味の会の作業を業務中に行っていたとしても，その作業

に充てた時間さえ判然としないところ，亡Ｐ１がタイムカード上で申告し
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た実労働時間から算出される休憩時間がインターネット企画グループに異

動した後の平成８年６月及び同年７月に顕著に長くなっているのに対し，

亡Ｐ１が競馬関係の作業をしていたことは週刊○○編集課時代の関係者し

か述べていないことからすると，亡Ｐ１の休憩時間の多くが競馬関係の作

業に充てられていたとは認め難く，そのような事実のみから亡Ｐ１の労働

が過重でなかったということはできない。

また，被告は，インターネット企画グループ在籍中の亡Ｐ１の業務につ

いて，デジタル○○はリクルートが試験的に始めた小規模な媒体である上，

亡Ｐ１の立場ではデジタル○○の業績について責任を負わされることはな

いこと，インターネット企画グループのメンバーの支援があったこと，亡

Ｐ１が公私の区別のはっきりしない友人知人との交際等に時間をかけ，業

務と無関係な競馬予想プログラムの特集本の制作に協力していることを根

拠に，亡Ｐ１の業務が過重ではなかった旨主張する。

しかしながら，デジタル○○は，既に普及し始めたインターネットにお

いて，新しい読者層の獲得及び求人情報分野でのリクルートのリーダーシ

ップの維持等を目的として配信が開始されたものであって，当初の規模が

大きくないものであっても，他社との競争に出遅れないために高い質の業

務が求められていたことは容易に認められるところである。また，亡Ｐ１

は，インターネット企画グループの唯一の編集担当者であり，グループマ

ネージャーのＰ２に相談が可能であったとはいえ，編集企画を含む編集業

務について一定の責任を負っていたことは容易に認められるところであっ

て，コンピューター技術やホームページ作成技術の指導を社外のＰ４に求

めていたことからして，インターネット企画グループの中で必ずしも亡Ｐ

１の意図するデジタル○○の制作に十分な情報提供を受けられなかったこ

とが考えられる。そして，亡Ｐ１が友人知人等との交際や特集本の編集協

力に時間を充てていた点については，これらに要した時間さえ判然とせず，
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また，証拠（甲４９）によれば，特集本について，亡Ｐ１が実際に行った

のは，企画会社にコンピューターソフトの名前を教えることや，ソフト制

作者に対する取材申込みのメール送信及びイラストレーターの紹介という

程度のものであるから，そのような事実のみから亡Ｐ１の労働が過重でな

かったということはできない。

さらに，被告は，亡Ｐ１が，平成８年４月ないし５月と同年８月に，ゴ

ールデンウィーク及び夏季休暇として連続した休暇を取得しており，１週

間に２日間の休日もほぼ確保されていたとして，亡Ｐ１の業務が過重では

なかった旨主張する。

この点，確かに，証拠上明らかに認められる亡Ｐ１の就労状況は被告主

張のとおりであるが，前記( )キのとおり，亡Ｐ１は，これに加えて１か2

月に一，二回の休日労働に従事していたことや，更に一定の時間外労

働及び休日労働並びに平日の深夜ないし未明や休日の自宅での業務に

従事していたことが窺える。そして，亡Ｐ１は，別表３のとおり，連

続した休暇の前後には相当な長時間労働に及んでいることが認められ

る。また，前記１( )認定のとおり，亡Ｐ１は，平成８年８月初旬から5

相当に体調が悪化している様子を示しており，同月９日に夏季休暇に

入った直後から，周囲に頭痛や吐き気を訴えるなどしているところ，前

記１( )イ(イ)ｄのとおり，頭痛や吐き気はくも膜下出血の前駆症状とし7

て現れ得るものであり，前駆症状である頭痛の出現からくも膜下出血発

症までの期間について，約７５パーセントが１か月以内，約５５パーセ

ントが１４日以内であったとのデータが報告されており，亡Ｐ１に当該

症状が出現しこれが継続して間もなくくも膜下出血を発症しているこ

とからすれば，亡Ｐ１の上記症状はくも膜下出血発症の前駆症状とみ

るのが自然である。そして，亡Ｐ１が，それ以前に特に過重な労働に

従事していたことからすれば，かかる過重労働によって前駆症状を発症
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するに至っていた亡Ｐ１が，１０日間にわたる夏季休暇等によっても回

復することがなかったとしても不自然とはいえず，被告主張にかかる

休暇の取得の事実をもって，亡Ｐ１の業務の過重性を否定することは

できないというべきである（前記諸事実に照らすと，亡Ｐ１が本件疾

病の発症当日と前日に業務に従事していないことは重視すべき事柄と

はいえない。）。

( ) 小括4

以上によれば，本件において，証拠上明らかに認められる亡Ｐ１の時間外

労働時間は，発症前１か月目（平成８年７月２６日から同年８月２４日ま

で）は３９時間２２分，発症前２か月目（平成８年６月２６日から同年

７月２５日まで）は６７時間３２分，発症前３か月目（平成８年５月２

７日から同年６月２５日まで）は８３時間４４分，発症前４か月目（平

成８年４月２７日から同年５月２６日まで）は２５時間３０分，発症前

５か月目（平成８年３月２８日から同年４月２６日まで）は７１時間２

０分，発症前６か月目（平成８年２月２７日から同年３月２７日まで）

は５０時間３０分となるところ，亡Ｐ１は，これに加えて１か月に一，二

回の休日労働に従事していたことや，更に一定の時間外労働に従事して

いたことや，平日の深夜ないし未明や休日に自宅で業務を行っていたこと

が推認できることは前判示のとおりである。そして，亡Ｐ１は，週に数回，

徹夜ないしそれに近い状況で業務を行うことを繰り返しており，その業

務自体から直ちに過重な精神的負荷を受けていたとはいえないとしても，

質の高い仕事を行うべく一定の精神的負担を受けていたことを考慮する

と，亡Ｐ１の業務は，○○編集課及びインターネット企画グループの各

在籍中を通じて特に過重なものであったというべきである。

( ) 亡Ｐ１のくも膜下出血に対する同人の基礎疾患の影響について5

亡Ｐ１がり患していた多発性嚢胞腎とくも膜下出血（本件疾病）との関係
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については，様々な医師の意見が対立していることは前判示（１( )）のと8

おりであるところ，被告は，亡Ｐ１が多発性嚢胞腎にり患しており，多発性

嚢胞腎に合併した脳動脈瘤は，高い割合で，かつ若年で破裂するのであるか

ら，亡Ｐ１のくも膜下出血は多発性嚢胞腎により発症したものであって業務

起因性がない旨主張する。

そこで検討するに，確かに，亡Ｐ１は，多発性嚢胞腎にり患し，その父方

の祖母も脳溢血のために３８歳で死亡しており，脳動脈瘤の発生，破裂及び

高血圧発症の危険因子を有していたといえる。

しかしながら，証拠（甲１１２，乙８，１８，３２，４１ないし４４）に

よれば，脳動脈瘤は血行力学的因子及び加齢により増悪し，数十年単位で経

年的に破裂率が高まること，脳動脈瘤破裂によるくも膜下出血の好発年齢は

一般的に４０ないし６０歳であり，多発性嚢胞腎患者の場合，６０ないし６

９歳で頭蓋内出血の既往がある者が１０．６パーセント，４０歳以下では１．

９パーセントであって，加齢により頭蓋内出血の割合が増大することが認め

られるところ，亡Ｐ１は２９歳という若年でくも膜下出血を発症したもので

ある。

また，前記１( )のとおり，亡Ｐ１の多発性嚢胞腎の重症度をみると，平1

成３年ないし平成８年の検査でクレアチニン値及び血中尿素窒素は，いずれ

もほぼ基準値の範囲内であり，肉眼的血尿が認められたものの，受診時はご

く軽度であって，三，四か月に１度の通院による経過観察の指示を受けただ

けにすぎず，特段の治療は施されていない。また，平成３年ないし平成８年

の検査で，亡Ｐ１の血圧は，いずれも，収縮期血圧は正常域又は正常域を僅

かに超えるものであり，拡張期血圧は概ね境界域又は境界域を僅かに超える

ものにすぎず，さらに脂質についてもいずれも基準値内又はこれを僅かに超

えるものにすぎないのであって，血圧及び脂質ともに，治療を要する程度に

は至っていない。そして，亡Ｐ１は，本件疾病の発症まで，脳・心臓疾患に
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より受診したり，受診の指示を受けた形跡はなく，日常業務を支障なくこな

していた。

以上認定の事実及び前記１( )認定の事実によれば，亡Ｐ１は本件疾病で6

あるくも膜下出血を発症しているのであるから，その発症の基礎となり得る

素因等又は疾患を有していたことは明らかであるが，その程度や進行状況を

明らかにする客観的資料がないだけでなく，同人は死亡当時２９歳と相当程

度に若年であり，死亡前に脳・心臓疾患により医療機関を受診したり受診の

指示を受けた形跡はなく，血圧についても境界域高血圧又はこれを僅かに超

える程度のものに過ぎず，健康診断においても格別の異常は何ら指摘されて

いないことから，同人が脳動脈瘤破裂によるくも膜下出血の危険因子の一つ

である多発性嚢胞腎にり患していることや同人の家族歴等，亡Ｐ１の有する

危険因子の存在を考慮しても，上記基礎疾患が亡Ｐ１の有する個人的な危険

因子の下で，他に確たる発症因子がなくてもその自然の経過により血管が破

裂する寸前にまで進行していたとみることは困難である（亡Ｐ１の本件疾病

は，同人の多発性嚢胞腎等の私的危険因子が原因であるとする前記医師の意

見は，前判示の諸事情に照らし，採用できない。）。そして，亡Ｐ１が○○

編集課及びインターネット企画グループの各在籍中を通じて特に過重な業務

に従事していたことは前判示のとおりである。

( ) まとめ6

以上の事実関係によれば，本件疾病であるくも膜下出血は，亡Ｐ１の有し

ていた基礎疾患等がリクルートにおける特に過重な業務の遂行によりその自

然の経過を超えて急激に悪化したことによって発症したものとみるのが相当

であり，亡Ｐ１の業務の遂行と本件疾病の発症との間に相当因果関係の存在

を肯定することができる。亡Ｐ１の死亡は，労災保険法にいう業務上の疾病

によって生じたものというべきである。

３ 結語
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以上の次第で，亡Ｐ１の死亡は業務上の事由によるものとは認められないと

して原告らに対する遺族補償給付及び葬祭料を支給しないとした本件不支給処

分は違法であり，取消しを免れない。

よって，主文のとおり判決する。

東京地方裁判所民事第１１部

裁判長裁判官 白 石 哲
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